
令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年12月06日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 116 明越会館管理運営事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 生涯学習

主管課名 協働推進課 課長名 瀧元　信吾
この事務事業の開始時期 昭和56(1981)年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市公所設置規程、三好文化広場の設置及び管理に関する条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

明越会館は、昭和56(1981)年４月に開館し地域住民の 昭和56(1981)年度に文化広場の一部として建設され、
文化活動、相互のふれあい、憩いの場、コミュニティ 開館後40年以上経過し、施設も老朽化している。
の場、気軽に利用できる施設や利用者が快適で安心で
きる施設として、適正かつ効率的な管理運営をしてい
たが、（仮称）みなよし地区拠点施設建設工事のため
、令和５(2023）年１０月３１日をもって閉館した。
「ＳＤＧｓの取り組み：

令

４，１１」

会計年度任

和

用職員を雇用し、受付

 

業務、自動火災報知設

6

備の保守・清掃業務の

年

委託
R5年度に実施し

度

た具体的な を実施し、

（

施設を適正に管理をし

5

た。
事業の方法、手順

年

、指標に対す
る成果等

度

事務事業を取り巻く状

実

況は過去と比べ変化し

施

ているか (1)活動指

分

標（事務事業の活動量

）

を表す指標）

昭和56

事

(1981)年度に開

務

館後40年近く経過す

事

る中で、施設の 名称 単

業

位
老朽化による修繕が

目

必要な箇所が増えてい

的

るが、みなよし ① 開館

評

日数 日
変 化

地区拠点

価

施設として再整備を行

表

うこととしており、建

様

設工 ② 延べ床面積 ㎡
内

式

 容
事着手に合わせ解

1

体が必要となっている

-

。

対象(この事業の対

1

象、範囲となる人、物

記

) (2)対象指標（対

入

象の大きさを表す指標

日

）

市民 名称 単位
① 人口

令

人
②

目的(この事業に

和

よって上記対象をどの

0

ような状態にしたいの

6

か) (3)成果指標（

年

目的の達成度を示す指

1

標）

快適かつ安全に利

2

用してもらう 名称 単位

月

① 事故件数 件
②

結果(

0

上位基本事業の意図)

6

(4)結果の成果指標

日

（上位基本事業の成果

１

指標）

みなよし地区の

事

拠点施設として多くの

務

市民に利用し活用して

事

もら 名称 単位
う ① 利用

業

者数 人
②

事務事業の各

の

種指標の実績と見込及

現

び目標

R4年度 R5年

状

度 R5年度 R6年度 R

　

7年度 R8年度 R9年

Ｐ

度
指標 ＼ 年度 単位

Ｌ

実績値 計画値 実績値 計

Ａ

画値 目標値 目標値 目標

Ｎ

値
(1)の ① 日 306

及

306 183 0 0 0 0

び

活動指標 ② ㎡ 376 3

Ｄ

76 376 0 0 0 0
(

Ｏ

2)の ① 人 61,37

事

5 61,656 61,

務

380 0 0 0 0
対象指

事

標 ②
(3)の ① 件 0 0

業

0 0 0 0 0
成果指標 ②

名

(4)の結果の ① 人 2

N

,025 2,200 1

o

,251 0 0 0 0
成果

.

指標 ②
予算費目 会計 0

1

1 一般会計 款 02 項

1

01 目 15

コスト 年度

6

R4年度 R5年度 R5

明

年度 R6年度 R7年度

越

R8年度 R9年度
実績

会

値 計画値 実績値 計画値

館

目標値 目標値 目標値
事

管

業費(決算又は予算額

理

)Ａ 単位 967 847

運

1,308 0 0 0 0

財

営

源
内
訳

 国庫支出金 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

業

支出金 千円 0 0 0 0 0

政

0 0
 地方債 千円 0 0

策

0 0 0 0 0
 その他 千

こ

円 183 150 99 0

の

0 0 0
 一般財源 千円

事

784 697 1,20

務

9 0 0 0 0
人件費Ｂ 千

事

円 5,830 4,76

業

7 3,975 0 0 0 0

施

正職員従事時間×人数

策

時間×人 110× 5 1

の

05× 5 60× 5 0×

位

0 0× 0 0× 0 0× 0

置

正職員以外の人件費 千

基

円 3,894 2,91

本

9 2,919 0 0 0 0

事

その他の費用Ｃ 千円 1

業

78 178 85 0 0 0

主

0
トータルコストA+

管

B+C 千円 6,975

課

5,792 5,368

名

0 0 0 0
単位あたりコ

課

スト ① 千円/人 0.1

長

0.1 0.1 0 0 0 0

名

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

こ

2)の対象指標）② 千

の

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

必要はありませ
■ ない

業

んか？

現状の施設では

名

、施設を適正に使用で

N

きる環境を提供するこ

o

とが優先
事業進展等に

.

よる環境変化 □ ある
さ

1

れるため。
に伴い、目

1

的を見直す（目
その理

6

由
的の追加・拡充又は

明

絞込）

必要はありませ

越

んか？ ■ ない

有
効
性

修

会

繕箇所の早期発見に努

館

めることで、適正な施

管

設管理を行うことがで

理

きるよう
今以上に事業

運

の成果を向上
に、職員

営

による日常点検を継続

事

する。
させる方法を記

業

入して下さ

い。 内　容

２

※(3)の成果指標を

評

向上させる

　ことはで

価

きますか？

計画どおり

　

達成した
目的達成状況

Ｃ

内　容

■民間への一部

Ｈ

委託 □民間への全部委

Ｅ

託
市関与の必要性 □指

Ｃ

定管理 □補助金・負担

Ｋ

金助成 □市の直営
内　

目

容
　（実施手法） 消防

的

用設備の保守、施設の

妥

清掃業務、機械警備業

当

務を委託

効
率
性

おかよ

性

し交流センターの事業

こ

と施設管理に係る経費

の

について効率化が図れ

事

ない
事務事業の統廃合

業

により、
か検討する。

の

事業の効率化を図り、

必

成果
内　容

を向上させ

要

る方法を記入し

て下さ

性

い。

他の地区拠点施設

は

及び地区コミュニティ

薄

広場を含めた総合管理

れ

による施設管理
現状よ

て

り事業費・人件費を
等

得

、施設の維持管理上の

ら

経費削減について検討

れ

を行う。
削減する方法

て

を記入して下

さい。（

い

仕様の変更、外部 内　

る

容
委託、従事時間の削

い

減等は

できないか？)

ま

公
平
性

令和５(202

せ

3)年度において受益

ん

者負担の見直しを
■ あ

か

る ■ 現状で適正
受益者

。

負担はありますか？ 実

十

施し、現行どおり据え

分

置くことに決定してい

な

る
また、受益者負担割

成

合は適 □ ない □ 検討が

果

必要 内　容 ため。
正で

が

すか？  
□ 受益者がい

理

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

　

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

利用者が快

由

適に施設を利用できる

得

よ みなよし地区の地区

ら

拠点施設として
事業実

れ

施上の課題、住 う、施

て

設や備品等に配慮し適

い

正かつ 再整備を行う。

ま

民・議会等からの意見

す

意　見 効率的な管理運

か

営を図る必要がある 対

？

応策
と対応策 。

清掃・

得

維持管理に係る業務を

ら

業務委 明越会館は令和

れ

５(2023)年10

て

月末で
R6年度の事業

い

計画は前 変　更
託しな

な

がら、会計年度任用職

い

員を雇 閉館となってい

事

る。
年度から変更・追

業

加は 前年度 ・
用し業務

進

を実施した。
あるか 追

展

　加

今後の事業・コス

等

ト・成果の方向性 今後

に

の事業の方向性、改革

よ

・改善案
※今年度から

る

の具体的な事業の進め

環

方、手段の見直し等、

境

各方向性の内容

　　　

変

　　　　　　□　拡大

化

明越会館を建替え、み

あ

なよし地域の地区拠点

る

施設とし
　　　　　　

に

　　　□　改善 て整備

伴

を行っていく。
　　　

い

　　　　　　□　現状

、

維持 令和２(2020

対

)年：ワークショップ

象

 
　　　　　　　　　

を

□　縮小 令和３(20

見

21)年～令和４(2

直

022)年；基本設計

す

及び実施
　　　　　　

（

　　　□　統合 設計
　

拡

　　　　　　　　□　

そ

完了 令和５(2023

の

)年～令和６(202

理

4)年；建設工事
　　

由

　　　　　　　■　廃

大

止・休止 令和７(20

・

25)年　　    

縮

  ；施設開所準備 

小

コストの方向性 ※令和

）

７(2025)年に開

必

所予定である（仮称）

要

みなよし
　　　　　　

は

　　　→　維持 地区拠

あ

点施設については、同

り

じ地区拠点施設である

ま

「
成果の方向性 420

せ

311おかよし交流セ

な

ンター管理運営事業」

い

と事業統
　　　　　　

ん

　　　→　維持 合を予

か

定

2

？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 116 明越会館管理運営事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

みなよし地区の住民の相互交流の場として活用されており、
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

今後あらたな拠点施設の整備されるまでは継続利用する必要
いませんか。十分な成果が 理　由

があるため。
得られていますか？ □ 得られていない

市民の

様

健康増進、文化の振興

式

及び福祉の向上を図る

1

場所として設置し
事業

-

進展等による環境変化

2

□ ある ているため。
に

事

伴い、対象を見直す（

務

拡
その理由

大・縮小）



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月09日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 96 カリヨンハウス管理運営事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 生涯学習

主管課名 市民情報サービスセンター 課長名 浅井　謙一
この事務事業の開始時期 平成25(2013)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市カリヨンハウス設置条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

カリヨンハウス設置条例に基づき「カリヨンハウス」 市民、ＮＰＯ、大学、企業などの公益的な活動や市民
を管理運営するものである。 相互の交流の拠点となっている。
 
「SDGsの取り組み：4,11」

委託にて、にぎわいプラザの貸館受付業務等の実施及びカリヨンハウスの施設管理
R5年度に実施した具体的な 業務を行った。設備機器の保守点検及び維持管理は、ビルメンテナンス会社に委託
事業の方法、手順、指標に対す し、一括管理を行った。
る成果等

事務事業を取

令

り巻く状況は過去と比

和

べ変化しているか (1

 

)活動指標（事務事業

6

の活動量を表す指標）

年

現状のまま継続して事

度

業実施。 名称 単位
① に

（

ぎわいプラザ利用件数

5

件
変 化

②
内 容

対象

年

(この事業の対象、範

度

囲となる人、物) (2

実

)対象指標（対象の大

施

きさを表す指標）

市民

分

名称 単位
① 人口 人
②

目

）

的(この事業によって

事

上記対象をどのような

務

状態にしたいのか) (

事

3)成果指標（目的の

業

達成度を示す指標）

安

目

全かつ適切に維持管理

的

を行う。 名称 単位
① 事

評

故件数 件
②

結果(上位

価

基本事業の意図) (4

表

)結果の成果指標（上

様

位基本事業の成果指標

式

）

三好ケ丘駅前のにぎ

1

わいを創出する。 名称

-

単位
① 利用者数 人
②

事

1

務事業の各種指標の実

記

績と見込及び目標

R4

入

年度 R5年度 R5年度

日

R6年度 R7年度 R8

令

年度 R9年度
指標 ＼

和

 年度 単位
実績値 計画

0

値 実績値 計画値 目標値

6

目標値 目標値
(1)の

年

① 件 1,685 1,8

0

00 1,718 1,8

5

00 1,800 1,8

月

00 1,800
活動指

0

標 ②
(2)の ① 人 61

9

,375 61,656

日

61,380 61,9

１

38 62,219 62

事

,500 62,800

務

対象指標 ②
(3)の ①

事

件
成果指標 ②

(4)の

業

結果の ① 人 21,81

の

6 25,000 20,

現

945 22,000 2

状

2,000 22,00

　

0 22,000
成果指

Ｐ

標 ②
予算費目 会計 01

Ｌ

 一般会計 款 02 項 0

Ａ

1 目 15

コスト 年度 R

Ｎ

4年度 R5年度 R5年

及

度 R6年度 R7年度 R

び

8年度 R9年度
実績値

Ｄ

計画値 実績値 計画値 目

Ｏ

標値 目標値 目標値
事業

事

費(決算又は予算額)

務

Ａ 単位 23,276 2

事

4,684 23,87

業

5 25,780 28,

名

288 26,139 2

N

5,602

財
源
内
訳

 

o

国庫支出金 千円 0 0 0

.

0 0 0 0
 県支出金 千

9

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

6

方債 千円 0 0 0 0 0 0

カ

0
 その他 千円 3,6

リ

19 3,412 3,4

ヨ

91 3,129 3,1

ン

29 3,129 3,1

ハ

29
 一般財源 千円 1

ウ

9,657 21,27

ス

2 20,384 22,

管

651 25,159 2

理

3,010 22,47

運

3
人件費Ｂ 千円 3,6

営

96 193.6 193

事

.6 193.6 193

業

.6 193.6 193

政

.6
正職員従事時間×

策

人数 時間×人 350×

こ

3 55× 1 55× 1 5

の

5× 1 55× 1 55×

事

1 55× 1
正職員以外

務

の人件費 千円 0 0 0 0

事

0 0 0
その他の費用Ｃ

業

千円 0 0 0 0 0 0 0
ト

施

ータルコストA+B+

策

C 千円 26,972 2

の

4,877.6 24,

位

068.6 25,97

置

3.6 28,481.

基

6 26,332.6 2

本

5,795.6
単位あ

事

たりコスト ① 千円/人

業

0.4 0.4 0.4 0

主

.4 0.5 0.4 0.

管

4
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/

課

(2)の対象指標）②

名

千円/ 0 0 0 0 0 0 0

課

1

長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

進展等による環境変化

業

□ ある
 

に伴い、目的

名

を見直す（目
その理由

N

的の追加・拡充又は絞

o

込）

必要はありません

.

か？ ■ ない

有
効
性

この

9

まま適切な施設管理を

6

維持していく。
今以上

カ

に事業の成果を向上
 

リ

させる方法を記入して

ヨ

下さ

い。 内　容
※(3

ン

)の成果指標を向上さ

ハ

せる

　ことはできます

ウ

か？

事故のない、安全

ス

で適切な維持管理を行

管

っているため、このま

理

ま適切な施設管
目的達

運

成状況 内　容 理を維持

営

していく。
 
■民間へ

事

の一部委託 □民間への

業

全部委託
市関与の必要

２

性 □指定管理 □補助金

評

・負担金助成 □市の直

価

営
内　容

　（実施手法

　

） 令和２(2020)

Ｃ

年度からにぎわいプラ

Ｈ

ザ受付業務を外部委託

Ｅ

。
 

効
率
性

三好ケ丘駅

Ｃ

前のにぎわいを創出す

Ｋ

る拠点となるため、統

目

廃合は不可能。
事務事

的

業の統廃合により、
 

妥

事業の効率化を図り、

当

成果
内　容

を向上させ

性

る方法を記入し

て下さ

こ

い。

令和２(2020

の

)年度からにぎわいプ

事

ラザ受付業務を外部委

業

託することにより、人

の

現状より事業費・人件

必

費を
件費を削減。

削減

要

する方法を記入して下

性

 
さい。（仕様の変更

は

、外部 内　容
委託、従

薄

事時間の削減等は

でき

れ

ないか？)

公
平
性

令和

て

５(2023)年度行

得

政改革推進委員会で承

ら

認。
■ ある ■ 現状で適

れ

正
受益者負担はありま

て

すか？

また、受益者負

い

担割合は適 □ ない □ 検

る

討が必要 内　容
正です

い

か？
□ 受益者がいない

ま

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

せ

Ｉ
Ｏ
Ｎ

サンネット、子

ん

育てふれあい広場、 今

か

後更に利用者が増加し

。

た場合は、
事業実施上

十

の課題、住 にぎわいプ

分

ラザの利用人数を考慮

な

す 駐車場の整備が必要

成

となる。
民・議会等か

果

らの意見 意　見 ると駐

が

車台数が少ない。 対応

理

策
と対応策 イベント時

　

には駐車場が不足する

由

こ
とがある。
安全を維

得

持するための保守点検

ら

及び なし
R6年度の事

れ

業計画は前 変　更
機械

て

警備による防犯、快適

い

な環境を
年度から変更

ま

・追加は 前年度 ・
維持

す

する清掃を行った。
あ

か

るか 追　加

今後の事業

？

・コスト・成果の方向

得

性 今後の事業の方向性

ら

、改革・改善案
※今年

れ

度からの具体的な事業

て

の進め方、手段の見直

い

し等、各方向性の内容

な

　　　　　　　　　□

い

　拡大 ・利用促進のＰ

事

Ｒを強化していく。
　

業

　　　　　　　　□　

進

改善
　　　　　　　　

展

　■　現状維持
　　　

等

　　　　　　□　縮小

に

　　　　　　　　　□

よ

　統合
　　　　　　　

る

　　□　完了
　　　　

環

　　　　　□　廃止・

境

休止
コストの方向性
　

変

　　　　　　　　→　

化

維持
成果の方向性
　　

あ

　　　　　　　→　維

る

持

2

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 96 カリヨンハウス管理運営事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市民、ＮＰＯ、大学、企業などの公益的な活動や市民相互の
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

交流の拠点となっている。
いませんか。十分な成果が 理　由

 
得られていますか？ □ 得られていない

市民等による活動及び交流の拠点となって

様

いる。
事業進展等によ

式

る環境変化
□ ある  

に

1

伴い、対象を見直す（

-

拡
その理由

大・縮小）

2

必要はありませ
■ ない

事

んか？

適切な施設管理

務

を維持している。
事業



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月21日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 438 地区公民館運営費・文化活動補助事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 生涯学習

主管課名 生涯学習推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 平成11(1999)年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 地区公民館運営事業補助金交付要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

みよし市立公民館の設置及び管理に関する条例におい 住民の憩いの場、交流の場、及び生涯学習活動の地区
て８公民館が設置されている。 拠点施設として適切な管理運営が必要である。
公民館の管理運営は行政区が行っている。
管理運営、修繕に関わる経費の一部を補助金として交
付している。
 SDGsの取り組み：11

地区の協力のもとに行われる施設の管理運営に対する支援の継続が必要であり、地
R5年度に実施した具体的な 区公民館運営補助金（８館）

令

の交付をした。
事業の

和

方法、手順、指標に対

 

す ①補助金交付申請（

6

行政区）　②補助金交

年

付決定　③実績報告書

度

提出（行政区）　
る成

（

果等 ④運営費補助金支

5

払

事務事業を取り巻く

年

状況は過去と比べ変化

度

しているか (1)活動

実

指標（事務事業の活動

施

量を表す指標）

築年数

分

が３０年以上の公民館

）

が４つあり、老朽化が

事

進んで 名称 単位
いる。

務

① 地区公民館数 館
変 

事

化
 ②

内 容

対象(こ

業

の事業の対象、範囲と

目

なる人、物) (2)対

的

象指標（対象の大きさ

評

を表す指標）

①地区公

価

民館設置行政区数 名称

表

単位
②区民 ① 地区公民

様

館設置行政区数 区
② 人

式

口 人

目的(この事業に

1

よって上記対象をどの

-

ような状態にしたいの

1

か) (3)成果指標（

記

目的の達成度を示す指

入

標）

①生涯学習の場と

日

して公民館を有効に活

令

用する 名称 単位
②公民

和

館で活発に生涯学習活

0

動をしてもらう ① 公民

6

館主催事業数 件
② 公民

年

館利用人数 人

結果(上

0

位基本事業の意図) (

5

4)結果の成果指標（

月

上位基本事業の成果指

2

標）

自主的な生涯学習

1

活動の推進を図る 名称

日

単位
① 生涯学習に満足

１

している人の割合 ％
②

事

生涯学習施設利用者数

務

人

事務事業の各種指標

事

の実績と見込及び目標

業

R4年度 R5年度 R5

の

年度 R6年度 R7年度

現

R8年度 R9年度
指標

状

 ＼ 年度 単位
実績値

　

計画値 実績値 計画値 目

Ｐ

標値 目標値 目標値
(1

Ｌ

)の ① 館 8 8 8 8 8 8

Ａ

8
活動指標 ②
(2)の

Ｎ

① 区 8 8 8 8 8 8 8
対

及

象指標 ② 人 61,21

び

8 61,375 61,

Ｄ

375 61,380 6

Ｏ

1,938 62,21

事

9 62,500
(3)

務

の ① 件 158 160 1

事

97 200 205 21

業

0 215
成果指標 ② 人

名

32,569 33,0

N

00 42,435 43

o

,000 43,500

.

44,000 44,5

4

00
(4)の結果の ①

3

％ 23.6 35 31.

8

3 35 35 35 35
成

地

果指標 ② 人 146,2

区

00 147,000 1

公

67,272 167,

民

350 189,620

館

211,890 212

運

,660
予算費目 会計

営

01 一般会計 款 10

費

項 05 目 03

コスト 年

・

度 R4年度 R5年度 R

文

5年度 R6年度 R7年

化

度 R8年度 R9年度
実

活

績値 計画値 実績値 計画

動

値 目標値 目標値 目標値

補

事業費(決算又は予算

助

額)Ａ 単位 23,90

事

3 19,135 19,

業

374 4,690 3,

政

407 3,704 3,

策

363

財
源
内
訳

 国庫

こ

支出金 千円 0 0 0 0 0

の

0 0
 県支出金 千円 0

事

0 0 0 0 0 0
 地方債

務

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

事

その他 千円 0 0 0 0 0

業

0 0
 一般財源 千円 2

施

3,903 19,13

策

5 19,374 4,6

の

90 3,407 3,7

位

04 3,363
人件費

置

Ｂ 千円 704 704 1

基

,408 1,408 1

本

,408 1,408 1

事

,408
正職員従事時

業

間×人数 時間×人 20

主

0× 1 200× 1 40

管

0× 1 400× 1 40

課

0× 1 400× 1 40

名

0× 1
正職員以外の人

課

件費 千円 0 0 0 0 0 0

長

0
その他の費用Ｃ 千円

名

18 18 58 58 58

こ

58 58
トータルコス

の

トA+B+C 千円 24

事

,625 19,857

務

20,840 6,15

事

6 4,873 5,17

業

0 4,829
単位あた

の

りコスト ① 千円/区 3

開

,078.1 2,48

始

2.1 2,605 76

時

9.5 609.1 64

期

6.3 603.6
（ﾄ

事

ｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)

務

の対象指標）② 千円/

区

人 0.4 0.3 0.3

分

0.1 0.1 0.1 0

法

.1

1

定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

、目的を見直す（目
そ

業

の理由
的の追加・拡充

名

又は絞込）

必要はあり

N

ませんか？ ■ ない

有
効

o

性

運営管理等に指定管

.

理者制度を導入、ある

4

いは地域に払い下げし

3

、地区に根ざ
今以上に

8

事業の成果を向上
した

地

公民館運営により成果

区

向上が期待できる。
さ

公

せる方法を記入して下

民

さ

い。 内　容
※(3)

館

の成果指標を向上させ

運

る

　ことはできますか

営

？

年々公民館の利用人

費

数が増加しており、公

・

民館で生涯学習活動が

文

活発に行われ
目的達成

化

状況 内　容 ている。

□

活

民間への一部委託 □民

動

間への全部委託
市関与

補

の必要性 □指定管理 ■

助

補助金・負担金助成 □

事

市の直営
内　容

　（実

業

施手法） 地区公民館へ

２

運営費補助金を交付す

評

る。

効
率
性

令和元(2

価

019)年度から他の

　

事務事業と統合し、さ

Ｃ

らに令和５(2023

Ｈ

)年度に「地
事務事業

Ｅ

の統廃合により、
区文

Ｃ

化活動推進補助事業」

Ｋ

と統合し、名称を「地

目

区公民館運営・文化活

的

動補助
事業の効率化を

妥

図り、成果
内　容 事業

当

」に変更した。
を向上

性

させる方法を記入し
他

こ

に類似する事業がない

の

ため、統合できない。

事

て下さい。

令和元(2

業

019)年度に他の事

の

務事業と統合した際に

必

、補助金の見直しを行

要

った。
現状より事業費

性

・人件費を
補助対象の

は

精査や事務の取組方法

薄

を工夫、改善し事業を

れ

進めていく。
削減する

て

方法を記入して下

さい

得

。（仕様の変更、外部

ら

内　容
委託、従事時間

れ

の削減等は

できないか

て

？)

公
平
性

行政区が一

い

部運営費を負担するこ

る

とで、受益者負
■ ある

い

■ 現状で適正
受益者負

ま

担はありますか？ 担し

せ

ている。
また、受益者

ん

負担割合は適 □ ない □

か

検討が必要 内　容
正で

。

すか？
□ 受益者がいな

十

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

分

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

施設の運営管

な

理の明確化が必要。 公

成

民館の適切な運営及び

果

維持管理に
事業実施上

が

の課題、住 努めていく

理

。
民・議会等からの意

　

見 意　見 対応策
と対応

由

策

令和５(2023)

得

年度から名称を「地区

ら

継続して実施するため

れ

、前年度と同
R6年度

て

の事業計画は前 変　更

い

公民館運営・文化活動

ま

補助事業」に 様・同規

す

模で実施。
年度から変

か

更・追加は 前年度 ・
変

？

更し、「地区文化活動

得

推進補助事
あるか 追　

ら

加
業」と統合した。

今

れ

後の事業・コスト・成

て

果の方向性 今後の事業

い

の方向性、改革・改善

な

案
※今年度からの具体

い

的な事業の進め方、手

事

段の見直し等、各方向

業

性の内容

　　　　　　

進

　　　□　拡大 公民館

展

の適切な運営及び維持

等

管理に努めていく。
　

に

　　　　　　　　□　

よ

改善  
　　　　　　　

る

　　■　現状維持
　　

環

　　　　　　　□　縮

境

小
　　　　　　　　　

変

□　統合
　　　　　　

化

　　　□　完了
　　　

あ

　　　　　　□　廃止

る

・休止
コストの方向性

に

　　　　　　　　　↓

伴

　減少
成果の方向性
　

い

　　　　　　　　→　

、

維持

2

対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 438 地区公民館運営費・文化活動補助事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

地域住民の文化・芸術活動拠点として必要である。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象となる範囲に変化がないため。
事業進展等による環境

様

変化
□ ある

に伴い、対

式

象を見直す（拡
その理

1

由
大・縮小）必要はあ

-

りませ
■ ない

んか？

目

2

的内容に変化がないた

事

め。
事業進展等による

務

環境変化 □ ある
に伴い



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月21日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 443 図書、逐次刊行物（新聞・雑誌等）等整備事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 生涯学習

主管課名 生涯学習推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 昭和53(1978)年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 図書館法第1条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

多様化する市民ニーズに対応できる情報の提供と生涯 サンライブの蔵書可能冊数
学習時代の到来に則した計画的な図書館資料の整備を 開架書庫150,000冊　閉架書庫170,000冊
行う。市民の知る権利をみたすため、図書館法に基づ  
き、計画的な蔵書更新、収集が必要不可欠である。限 新型コロナウイルスの影響により、利用を制限してい
られた資料費でいかに新刊と定番・必須図書とのバラ たが、制限が緩和されたため、今後もより魅力的で豊
ンスを

令

とりながら、複数年度

和

に渡り、継続的に資料

 

整 富な図書館資料の整

6

備が必要となっている

年

。
備を行う。また、第

度

四次みよし市子ども読

（

書活動推進
計画に基づ

5

き、学校、学校図書館

年

、児童・生徒向けの
資

度

料を整備する。 ＳＤ

実

Ｇｓの取り組み：4
 

施

利用者のニーズに応え

分

、最新の文芸書や、注

）

目されている分野、新

事

たに発生した事
R5年

務

度に実施した具体的な

事

件に関する図書を購入

業

した。また、既に登録

目

した図書・雑誌などに

的

ついても、配置
事業の

評

方法、手順、指標に対

価

す 場所（正しい場所に

表

あるか、見やすく取り

様

出しやすいかなど）や

式

資料状態（汚破損
る成

1

果等 の有無）の確認を

-

行い、常に館内奉仕に

1

対応できる状態にした

記

。

事務事業を取り巻く

入

状況は過去と比べ変化

日

しているか (1)活動

令

指標（事務事業の活動

和

量を表す指標）

利用者

0

の図書に対するニーズ

6

は増加・多様化し続け

年

ている 名称 単位
。 ① 図

0

書等購入冊数（中央）

5

冊
変 化

② 蔵書冊数（

月

全館） 冊
内 容

対象(

2

この事業の対象、範囲

1

となる人、物) (2)

日

対象指標（対象の大き

１

さを表す指標）

①購入

事

図書 名称 単位
②リクエ

務

スト図書（新規購入・

事

予約・他館借受） ① 購

業

入図書数（選定・リク

の

エスト） 冊
② リクエス

現

ト図書受付数 冊

目的(

状

この事業によって上記

　

対象をどのような状態

Ｐ

にしたいのか) (3)

Ｌ

成果指標（目的の達成

Ａ

度を示す指標）

①多様

Ｎ

な市民ニーズに応えら

及

れる蔵書構成ができる

び

ようにする。 名称 単位

Ｄ

②図書を充実させ、利

Ｏ

用者に満足してもらう

事

。 ① 入館者数（中央）

務

／人口 ％
② 図書利用者

事

／入館者数（中央） ％

業

結果(上位基本事業の

名

意図) (4)結果の成

N

果指標（上位基本事業

o

の成果指標）

利用しや

.

すい図書館サービスを

4

充実し、教養や知識を

4

得てもらう 名称 単位
。

3

① 市民1人当たりの図

図

書利用冊数 冊
②

事務事

書

業の各種指標の実績と

、

見込及び目標

R4年度

逐

R5年度 R5年度 R6

次

年度 R7年度 R8年度

刊

R9年度
指標 ＼ 年

行

度 単位
実績値 計画値 実

物

績値 計画値 目標値 目標

（

値 目標値
(1)の ① 冊

新

14,144 12,8

聞

00 12,592 10

・

,240 8,200 8

雑

,200 8,200
活

誌

動指標 ② 冊 324,1

等

17 332,000 3

）

30,496 332,

等

000 332,000

整

332,000 332

備

,000
(2)の ① 冊

事

14,169 12,8

業

00 14,532 10

政

,240 8,200 8

策

,200 8,200
対

こ

象指標 ② 冊 30,80

の

8 32,000 29,

事

794 32,000 3

務

2,000 32,00

事

0 32,000
(3)

業

の ① ％ 291.1 30

施

0 287.5 315 3

策

30 345 345
成果

の

指標 ② ％ 83 80 86

位

80 80 80 80
(4

置

)の結果の ① 冊 9.7

基

10 9.5 10 10 1

本

0 10
成果指標 ②

予算

事

費目 会計 01 一般会

業

計 款 10 項 05 目 04

主

コスト 年度 R4年度 R

管

5年度 R5年度 R6年

課

度 R7年度 R8年度 R

名

9年度
実績値 計画値 実

課

績値 計画値 目標値 目標

長

値 目標値
事業費(決算

名

又は予算額)Ａ 単位 2

こ

4,666 28,30

の

1 25,047 24,

事

477 24,208 2

務

4,208 24,20

事

8

財
源
内
訳

 国庫支出

業

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

の

 県支出金 千円 0 0 0

開

0 0 0 0
 地方債 千円

始

0 0 0 0 0 0 0
 その

時

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

期

 一般財源 千円 24,

事

666 28,301 2

務

5,047 24,47

区

7 24,208 24,

分

208 24,208
人

法

件費Ｂ 千円 4,050

定

.4 4,050.4 4

受

,029.4 4,02

託

9.4 615 4,02

事

9.4 4,029.4

務

正職員従事時間×人数

自

時間×人 485× 2 4

治

85× 2 485× 2 4

事

85× 2 485× 0 4

務

85× 2 485× 2
正

こ

職員以外の人件費 千円

の

636 636 615 6

事

15 615 615 61

務

5
その他の費用Ｃ 千円

事

337 337 138 1

業

38 138 138 13

の

8
トータルコストA+

根

B+C 千円 29,05

拠

3.4 32,688.

法

4 29,214.4 2

令

8,644.4 24,

事

961 28,375.

業

4 28,375.4
単

の

位あたりコスト ① 千円

概

/冊 2.1 2.6 2 2

要

.8 3 3.5 3.5
（

現

ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2

在

)の対象指標）② 千円

の

/冊 0.9 1 1 0.9

状

0.8 0.9 0.9

1

況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

る環境変化 □ ある
に伴

業

い、目的を見直す（目

名

その理由
的の追加・拡

N

充又は絞込）

必要はあ

o

りませんか？ ■ ない

有

.

効
性

計画的な新刊本の

4

購入により、図書資料

4

の充実を図る。
今以上

3

に事業の成果を向上

さ

図

せる方法を記入して下

書

さ

い。 内　容
※(3)

、

の成果指標を向上させ

逐

る

　ことはできますか

次

？

90％以上達成でき

刊

ている。
目的達成状況

行

内　容

■民間への一部

物

委託 □民間への全部委

（

託
市関与の必要性 □指

新

定管理 □補助金・負担

聞

金助成 ■市の直営
内　

・

容
　（実施手法） 図書

雑

館運営を市が直営で行

誌

い、窓口等業務の一部

等

を委託する。

効
率
性

他

）

の事業と対象者が異な

等

るため、事務事業の統

整

廃合はできない。
事務

備

事業の統廃合により、

事

事業の効率化を図り、

業

成果
内　容

を向上させ

２

る方法を記入し

て下さ

評

い。

計画的に蔵書更新

価

を行っているため削減

　

できない。
現状より事

Ｃ

業費・人件費を

削減す

Ｈ

る方法を記入して下

さ

Ｅ

い。（仕様の変更、外

Ｃ

部 内　容
委託、従事時

Ｋ

間の削減等は

できない

目

か？)

公
平
性

市が運営

的

する事業のため、受益

妥

者負担なし。
□ ある ■

当

現状で適正
受益者負担

性

はありますか？

また、

こ

受益者負担割合は適 ■

の

ない □ 検討が必要 内　

事

容
正ですか？

□ 受益者

業

がいない

３
改
革
改
善
案

の

　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

市民ニ

必

ーズに対応した新しい

要

書籍の 計画的に書籍の

性

購入と更新をする。
事

は

業実施上の課題、住 更

薄

新をしてほしい。
民・

れ

議会等からの意見 意　

て

見 対応策
と対応策

図書

得

館資料等の購入 所蔵冊

ら

数上限に近づいてきた

れ

ため、
R6年度の事業

て

計画は前 変　更
購入冊

い

数を削減する。
年度か

る

ら変更・追加は 前年度

い

・
あるか 追　加

今後の

ま

事業・コスト・成果の

せ

方向性 今後の事業の方

ん

向性、改革・改善案
※

か

今年度からの具体的な

。

事業の進め方、手段の

十

見直し等、各方向性の

分

内容

　　　　　　　　

な

　□　拡大 みよし市図

成

書館学習交流プラザ「

果

サンライブ」の中核
　

が

　　　　　　　　□　

理

改善 機能として、予算

　

内で、利用者の求める

由

ものと図書館
　　　　

得

　　　　　■　現状維

ら

持 として必要なものと

れ

のバランスを取りなが

て

ら、資料を
　　　　　

い

　　　　□　縮小 整備

ま

していく。
　　　　　

す

　　　　□　統合 職員

か

が図書資料についての

？

研鑽や利用者からの情

得

報収
　　　　　　　　

ら

　□　完了 集に努めて

れ

いく。
　　　　　　　

て

　　□　廃止・休止
コ

い

ストの方向性
　　　　

な

　　　　　→　維持
成

い

果の方向性
　　　　　

事

　　　　→　維持

2

業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 443 図書、逐次刊行物（新聞・雑誌等）等整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

図書館法に基づき、計画的な蔵書更新、収集が行われている
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象の範囲に変化がないため

様

。
事業進展等による環

式

境変化
□ ある

に伴い、

1

対象を見直す（拡
その

-

理由
大・縮小）必要は

2

ありませ
■ ない

んか？

事

目的内容に変化がない

務

ため。
事業進展等によ



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月21日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 444 図書館奉仕（図書の貸出等）事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 生涯学習

主管課名 生涯学習推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 昭和53(1978)年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 図書館法第3条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

図書館業務にかかる事務を行う。 図書館の窓口業務に関して、平成28(2016)年度から業
図書館サービスとして、愛知県、三河地域の各公共図 務委託にて実施しているが、業務内容の精査、指導な
書館との連絡・情報交換を行い、研修を行うことで、 どのために専門的な知識と能力を有する職員の育成が
地域の郷土レファレンス等を実施する。 必要となっている。
また、図書館業務に従事する職員として、図書館業務 また、各公共図書館、大学図書館と連携し、資料を融
に関する講習を

令

受講する。 通する相互

和

貸借などを実施する。

 

 ＳＤＧｓの取り組み

6

：4

カウンター業務（

年

貸出返却、閲覧）・新

度

聞雑誌受入業務・図書

（

督促業務・文献複写
R

5

5年度に実施した具体

年

的な ・インターネット

度

サービス・図書配架維

実

持管理業務・印刷物等

施

館内掲示業務・視聴
事

分

業の方法、手順、指標

）

に対す 覚資料管理業務

事

・団体貸出業務・レフ

務

ァレンスサービス（読

事

書相談、調査・研究）

業

る成果等

事務事業を取

目

り巻く状況は過去と比

的

べ変化しているか (1

評

)活動指標（事務事業

価

の活動量を表す指標）

表

利用者のニーズが多様

様

化している。 名称 単位

式

① 貸出の総数 冊
変 化

1

② 入館者数 人
内 容

対

-

象(この事業の対象、

1

範囲となる人、物) (

記

2)対象指標（対象の

入

大きさを表す指標）

市

日

民 名称 単位
① 人口 人
②

令

目的(この事業によっ

和

て上記対象をどのよう

0

な状態にしたいのか)

6

(3)成果指標（目的

年

の達成度を示す指標）

0

利用しやすい図書館サ

5

ービスの提供を受ける

月

。 名称 単位
① 読書相談

2

件数 件
②

結果(上位基

1

本事業の意図) (4)

日

結果の成果指標（上位

１

基本事業の成果指標）

事

利用しやすい図書館サ

務

ービスを充実すること

事

により、市民に知識 名

業

称 単位
や教養を習得し

の

てもらう。 ① 市民1人

現

当たりの図書利用冊数

状

冊
②

事務事業の各種指

　

標の実績と見込及び目

Ｐ

標

R4年度 R5年度 R

Ｌ

5年度 R6年度 R7年

Ａ

度 R8年度 R9年度
指

Ｎ

標 ＼ 年度 単位
実績

及

値 計画値 実績値 計画値

び

目標値 目標値 目標値
(

Ｄ

1)の ① 冊 598,3

Ｏ

55 600,000 5

事

80,012 605,

務

000 610,000

事

615,000 615

業

,000
活動指標 ② 人

名

176,591 180

N

,000 176,47

o

2 185,000 19

.

0,000 195,0

4

00 195,000
(

4

2)の ① 人 61,37

4

5 61,656 61,

図

380 61,938 6

書

2,219 62,50

館

0 62,500
対象指

奉

標 ②
(3)の ① 件 84

仕

3 1,000 825 1

（

,000 1,000 1

図

,000 1,000
成

書

果指標 ②
(4)の結果

の

の ① 冊 9.7 10 9.

貸

5 10 10 10 10
成

出

果指標 ②
予算費目 会計

等

01 一般会計 款 10

）

項 05 目 04

コスト 年

事

度 R4年度 R5年度 R

業

5年度 R6年度 R7年

政

度 R8年度 R9年度
実

策

績値 計画値 実績値 計画

こ

値 目標値 目標値 目標値

の

事業費(決算又は予算

事

額)Ａ 単位 910 87

務

3 802 863 857

事

857 857

財
源
内
訳

業

 国庫支出金 千円 0 0

施

0 0 0 0 0
 県支出金

策

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

の

地方債 千円 0 0 0 0 0

位

0 0
 その他 千円 0 0

置

0 0 0 0 0
 一般財源

基

千円 910 873 80

本

2 863 857 857

事

857
人件費Ｂ 千円 4

業

,050.4 4,05

主

0.4 4,089.4

管

4,089.4 4,0

課

89.4 4,089.

名

4 4,089.4
正職

課

員従事時間×人数 時間

長

×人 485× 2 485

名

× 2 485× 2 485

こ

× 2 485× 2 485

の

× 2 485× 2
正職員

事

以外の人件費 千円 63

務

6 636 675 675

事

675 675 675
そ

業

の他の費用Ｃ 千円 33

の

7 337 138 138

開

138 138 138
ト

始

ータルコストA+B+

時

C 千円 5,297.4

期

5,260.4 5,0

事

29.4 5,090.

務

4 5,084.4 5,

区

084.4 5,084

分

.4
単位あたりコスト

法

① 千円/人 0.1 0.

定

1 0.1 0.1 0.1

受

0.1 0.1
（ﾄｰﾀ

託

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

事

象指標）② 千円/ 0 0

務

0 0 0 0 0

1

自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

内容に変化がないため

業

。
事業進展等による環

名

境変化 □ ある
に伴い、

N

目的を見直す（目
その

o

理由
的の追加・拡充又

.

は絞込）

必要はありま

4

せんか？ ■ ない

有
効
性

4

読書相談、貸出業務の

4

利便性の向上等、図書

図

館サービスの充実を図

書

る。
今以上に事業の成

館

果を向上

させる方法を

奉

記入して下さ

い。 内　

仕

容
※(3)の成果指標

（

を向上させる

　ことは

図

できますか？

入館者数

書

、貸出冊数ともに定着

の

してきている。
目的達

貸

成状況 内　容

■民間へ

出

の一部委託 □民間への

等

全部委託
市関与の必要

）

性 □指定管理 □補助金

事

・負担金助成 □市の直

業

営
内　容

　（実施手法

２

） 図書館運営を市が直

評

営で行い、窓口等業務

価

の一部を委託する。

効

　

率
性

類似する他の事業

Ｃ

がないため統廃合はで

Ｈ

きない。
事務事業の統

Ｅ

廃合により、

事業の効

Ｃ

率化を図り、成果
内　

Ｋ

容
を向上させる方法を

目

記入し

て下さい。

仕様

的

の変更により削減する

妥

ことができる。
現状よ

当

り事業費・人件費を

削

性

減する方法を記入して

こ

下

さい。（仕様の変更

の

、外部 内　容
委託、従

事

事時間の削減等は

でき

業

ないか？)

公
平
性

市が

の

運営する事業のため、

必

受益者負担なし。
□ あ

要

る ■ 現状で適正
受益者

性

負担はありますか？

ま

は

た、受益者負担割合は

薄

適 ■ ない □ 検討が必要

れ

内　容
正ですか？

□ 受

て

益者がいない

３
改
革
改

得

善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

図

ら

書館業務に精通した職

れ

員の配置と 図書館業務

て

に関する講習を受講す

い

る
事業実施上の課題、

る

住 育成が必要 。
民・議

い

会等からの意見 意　見

ま

対応策
と対応策

図書館

せ

窓口運営業務、市職員

ん

の図書 継続して実施す

か

るため、前年度と同
R

。

6年度の事業計画は前

十

変　更
館業務に関する

分

講習の受講 様・同規模

な

で実施。
年度から変更

成

・追加は 前年度 ・
ある

果

か 追　加

今後の事業・

が

コスト・成果の方向性

理

今後の事業の方向性、

　

改革・改善案
※今年度

由

からの具体的な事業の

得

進め方、手段の見直し

ら

等、各方向性の内容

　

れ

　　　　　　　　□　

て

拡大 サンライブの貸館

い

利用者や生涯学習講座

ま

受講者が利用
　　　　

す

　　　　　□　改善 し

か

てみようと思える図書

？

館サービスを計画的に

得

実施し
　　　　　　　

ら

　　■　現状維持 てい

れ

く。
　　　　　　　　

て

　□　縮小 また、利用

い

者の増加に伴い、多様

な

な利用者ニーズに応
　

い

　　　　　　　　□　

事

統合 えるため、図書館

業

業務に関する講習を受

進

講し、職員の
　　　　

展

　　　　　□　完了 ス

等

キル向上を図る。
　　

に

　　　　　　　□　廃

よ

止・休止
コストの方向

る

性
　　　　　　　　　

環

→　維持
成果の方向性

境

　　　　　　　　　→

変

　維持

2

化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 444 図書館奉仕（図書の貸出等）事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市民１人当たりの図書利用冊数、図書館利用者数が横這いに
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

推移しており、市民の図書館利用が定着してきていることが
いませんか。十分な成果が 理　由

分かる。
得られていますか？ □ 得ら

様

れていない

対象の範囲

式

に変化がないため。
事

1

業進展等による環境変

-

化
□ ある

に伴い、対象

2

を見直す（拡
その理由

事

大・縮小）必要はあり

務

ませ
■ ない

んか？

目的



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月21日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 445 読書啓発事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 生涯学習

主管課名 生涯学習推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 昭和53(1978)年7月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 図書館法第3条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

本や読書を軸とした人のふれあいや図書館支援活動を 読書啓発は図書館として、こどもたちの情操教育の一
推進し、協働で活動を行う。 助として0歳児から取り組むことで効果がある。特に
図書館支援団体の育成、活動の支援。 読書や読み聞かせは、情操、感性の発達に適している
読書講演会、図書館教室の開催。 ことから幼少の時期から読書に親しむ習慣を身につけ
本のポップ展の実施。 、習慣化する事が大切である。
手作り絵本展の開催。 そのため、図書館支援団体と協働で、「おはなし会」
学校における読み聞かせ活動への支

令

援。 等の事業を実施し

和

ている。これらの活動

 

の支援と市民
 ＳＤＧ

6

sの取り組み：4 の教

年

養向上のため教室や読

度

書講演会、勉強会を開

（

催し
ている。

・講座の

5

開催・読書感想文コン

年

クール・ボランティア

度

団体の育成、おはなし

実

会・子
R5年度に実施

施

した具体的な ども一日

分

司書・職場体験（三好

）

中、三好丘中、南中、

事

北中）
事業の方法、手

務

順、指標に対す
る成果

事

等

事務事業を取り巻く

業

状況は過去と比べ変化

目

しているか (1)活動

的

指標（事務事業の活動

評

量を表す指標）

図書館

価

支援団体の会員の高齢

表

化による人数の減少 名

様

称 単位
① 教室開催数（

式

図書館講座） 回
変 化

1

② 児童生徒に感想文を

-

依頼した件数 件
内 容

1

対象(この事業の対象

記

、範囲となる人、物)

入

(2)対象指標（対象

日

の大きさを表す指標）

令

①教室受講者 名称 単位

和

②児童・生徒 ① 受講者

0

数（定員） 人
② 児童・

6

生徒数 人

目的(この事

年

業によって上記対象を

0

どのような状態にした

5

いのか) (3)成果指

月

標（目的の達成度を示

2

す指標）

①文学に興味

1

をもってもらう 名称 単

日

位
②読書に親しんでも

１

らう ① 教室参加者数 人

事

② 児童向け図書貸出数

務

（全館） 冊

結果(上位

事

基本事業の意図) (4

業

)結果の成果指標（上

の

位基本事業の成果指標

現

）

利用しやすい図書館

状

サービスを充実し、教

　

養や知識を習得しても

Ｐ

名称 単位
らう。 ① 市民

Ｌ

1人当たりの図書利用

Ａ

冊数 冊
②

事務事業の各

Ｎ

種指標の実績と見込及

及

び目標

R4年度 R5年

び

度 R5年度 R6年度 R

Ｄ

7年度 R8年度 R9年

Ｏ

度
指標 ＼ 年度 単位

事

実績値 計画値 実績値 計

務

画値 目標値 目標値 目標

事

値
(1)の ① 回 10 1

業

7 11 20 20 20 2

名

0
活動指標 ② 件 5,5

N

91 5,518 5,5

o

01 5,518 5,5

.

18 5,518 5,5

4

18
(2)の ① 人 62

4

0 750 543 750

5

750 750 750
対

読

象指標 ② 人 5,591

書

5,518 5,501

啓

5,518 5,518

発

5,518 5,518

事

(3)の ① 人 383 4

業

00 438 500 60

政

0 650 650
成果指

策

標 ② 冊 279,699

こ

300,000 268

の

,894 310,00

事

0 320,000 33

務

0,000 330,0

事

00
(4)の結果の ①

業

冊 9.7 10 9.5 1

施

0 10 10 10
成果指

策

標 ②
予算費目 会計 01

の

 一般会計 款 10 項 0

位

5 目 04

コスト 年度 R

置

4年度 R5年度 R5年

基

度 R6年度 R7年度 R

本

8年度 R9年度
実績値

事

計画値 実績値 計画値 目

業

標値 目標値 目標値
事業

主

費(決算又は予算額)

管

Ａ 単位 809 876 8

課

50 914 912 91

名

2 912

財
源
内
訳

 国

課

庫支出金 千円 0 0 0 0

長

0 0 0
 県支出金 千円

名

0 0 0 0 0 0 0
 地方

こ

債 千円 0 0 0 0 0 0 0

の

 その他 千円 0 1 0 1

事

1 1 1
 一般財源 千円

務

809 875 850 9

事

13 911 911 91

業

1
人件費Ｂ 千円 4,7

の

22 4,722 5,0

開

27 5,027 5,0

始

27 5,027 5,0

時

27
正職員従事時間×

期

人数 時間×人 300×

事

2 300× 2 300×

務

2 300× 2 300×

区

2 300× 2 300×

分

2
正職員以外の人件費

法

千円 2,610 2,6

定

10 2,915 2,9

受

15 2,915 2,9

託

15 2,915
その他

事

の費用Ｃ 千円 131 1

務

31 86 86 86 86

自

86
トータルコストA

治

+B+C 千円 5,66

事

2 5,729 5,96

務

3 6,027 6,02

こ

5 6,025 6,02

の

5
単位あたりコスト ①

事

千円/人 9.1 7.6

務

11 8 8 8 8
（ﾄｰﾀ

事

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

業

象指標）② 千円/人 1

の

1 1.1 1.1 1.1

根

1.1 1.1

1

拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

その理由
的の追加・拡

業

充又は絞込）

必要はあ

名

りませんか？ ■ ない

有

N

効
性

各種講演会、読み

o

聞かせ等の参加を促し

.

、読書活動への意識を

4

高める。
今以上に事業

4

の成果を向上

させる方

5

法を記入して下さ

い。

読

内　容
※(3)の成果

書

指標を向上させる

　こ

啓

とはできますか？

講座

発

の開催、読書感想文コ

事

ンクール、ボランティ

業

ア団体の育成、おはな

２

し会、
目的達成状況 内

評

　容 子ども一日司書、

価

職場体験等を実施した

　

。

□民間への一部委託

Ｃ

□民間への全部委託
市

Ｈ

関与の必要性 □指定管

Ｅ

理 □補助金・負担金助

Ｃ

成 ■市の直営
内　容

　

Ｋ

（実施手法） 市が主催

目

している事業のため、

的

市が直営で行う。

効
率

妥

性

類似する他の事業が

当

ないため統廃合はでき

性

ない。
事務事業の統廃

こ

合により、

事業の効率

の

化を図り、成果
内　容

事

を向上させる方法を記

業

入し

て下さい。

外部委

の

託により人件費が削減

必

できる。
現状より事業

要

費・人件費を

削減する

性

方法を記入して下

さい

は

。（仕様の変更、外部

薄

内　容
委託、従事時間

れ

の削減等は

できないか

て

？)

公
平
性

市が実施す

得

る事業のため、受益者

ら

負担なし。
□ ある ■ 現

れ

状で適正
受益者負担は

て

ありますか？

また、受

い

益者負担割合は適 ■ な

る

い □ 検討が必要 内　容

い

正ですか？
□ 受益者が

ま

いない

３
改
革
改
善
案
　

せ

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

インター

ん

ネットの普及により書

か

籍離 図書館支援団体の

。

育成及び講演会等
事業

十

実施上の課題、住 れが

分

進んでいる。 の開催を

な

継続して、読書に親し

成

む機
民・議会等からの

果

意見 意　見 対応策 会の

が

提供をする。
と対応策

理

読書感想文コンクール

　

より気軽に参加しても

由

らえるように
R6年度

得

の事業計画は前 変　更

ら

、本のポップ展に変更

れ

年度から変更・追加は

て

前年度 ・
あるか 追　加

い

今後の事業・コスト・

ま

成果の方向性 今後の事

す

業の方向性、改革・改

か

善案
※今年度からの具

？

体的な事業の進め方、

得

手段の見直し等、各方

ら

向性の内容

　　　　　

れ

　　　　□　拡大 第四

て

次みよし市子ども読書

い

活動推進計画に基づき

な

、読
　　　　　　　　

い

　□　改善 みかせが重

事

要な乳幼児や読書離れ

業

の進む青少年などに
　

進

　　　　　　　　■　

展

現状維持 向け、学校や

等

地域との連携を図り、

に

読み聞かせ、読書
　　

よ

　　　　　　　□　縮

る

小 案内、学校支援を実

環

施する。
　　　　　　

境

　　　□　統合 また、

変

生涯学習活動の一環と

化

しても、幼児から高齢

あ

者
　　　　　　　　　

る

□　完了 まで幅広い年

に

齢層に対応した講演会

伴

や教室の開催をす
　　

い

　　　　　　　□　廃

、

止・休止 る。
コストの

対

方向性 これらを市民と

象

の協働で実施していく

を

ために図書館支
　　　

見

　　　　　　→　維持

直

援団体の育成に向けた

す

研修会、勉強会を開催

（

していく
成果の方向性

拡

。
　　　　　　　　　

そ

→　維持

2

の理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 445 読書啓発事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

読書講演会、各種図書館講座、読み聞かせ等を実施し、多く
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

の人が参加している。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象者の範囲に変化がないため。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、

様

対象を見直す（拡
その

式

理由
大・縮小）必要は

1

ありませ
■ ない

んか？

-

目的内容に変化がない

2

ため。
事業進展等によ

事

る環境変化 □ ある
に伴

務

い、目的を見直す（目



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月21日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 446 図書館電算事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 生涯学習

主管課名 生涯学習推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 昭和62(1987)年4月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 なし

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

図書館の蔵書管理、貸出業務、各種統計等の業務を行 平成28(2016)年からICタグによる貸出返却の運用を開
う。また、昨今の情報の高度化に対処し、ネットワー 始し、蔵書数の増加に伴って業務量が増えた中でも迅
クの推進を行い、利用者ニーズに対応していく。 速なサービスの提供を図っている。図書館システムは
また、クラウド型電子図書館サービスを継続すること 、インターネット網を使用したクラウド方式とし、平
で、図書館に来館せずにインターネットを利用して本 成25(2013)年度から導入している。令和6

令

(2024)年度
を読

和

むことができるように

 

する。 にシステム機器

6

の一部更新を行い、継

年

続したサービス
ＳＤＧ

度

ｓの取り組み：4 の提

（

供を図る。また、自動

5

貸出機、自動仕分機の

年

運用
により窓口業務な

度

どの効率化、簡易化を

実

図っている。
令和3(

施

2021)年11月か

分

らは、電子図書館サー

）

ビスを導
入している。

事

図書にＩＣチップの装

務

備を進め、雑誌の目次

事

など情報量の増加を図

業

った。
R5年度に実施

目

した具体的な 図書館シ

的

ステムの保守。
事業の

評

方法、手順、指標に対

価

す
る成果等

事務事業を

表

取り巻く状況は過去と

様

比べ変化しているか (

式

1)活動指標（事務事

1

業の活動量を表す指標

-

）

インターネット環境

1

の充実と普及、情報を

記

提供するための 名称 単

入

位
機器として認識され

日

た。 ① 図書館内インタ

令

ーネット利用者数 人
変

和

 化
② Ｗeb蔵書検索

0

システムアクセス数 件

6

内 容

対象(この事業

年

の対象、範囲となる人

0

、物) (2)対象指標

5

（対象の大きさを表す

月

指標）

市民 名称 単位
①

2

人口 人
②

目的(この事

1

業によって上記対象を

日

どのような状態にした

１

いのか) (3)成果指

事

標（目的の達成度を示

務

す指標）

①貸出・返却

事

を行う 名称 単位
②正確

業

な図書館サービスの提

の

供を行う ① 貸出冊数 冊

現

③電子図書館サービス

状

の提供を行う ② トラブ

　

ル発生件数（システム

Ｐ

障害） 件

結果(上位基

Ｌ

本事業の意図) (4)

Ａ

結果の成果指標（上位

Ｎ

基本事業の成果指標）

及

利用しやすい図書館サ

び

ービスを充実し、教養

Ｄ

や知識を習得しても 名

Ｏ

称 単位
らう ① 市民1人

事

当たりの図書利用冊数

務

冊
②

事務事業の各種指

事

標の実績と見込及び目

業

標

R4年度 R5年度 R

名

5年度 R6年度 R7年

N

度 R8年度 R9年度
指

o

標 ＼ 年度 単位
実績

.

値 計画値 実績値 計画値

4

目標値 目標値 目標値
(

4

1)の ① 人 565 65

6

0 1,008 1,00

図

0 1,000 1,00

書

0 1,000
活動指標

館

② 件 298,594 3

電

00,000 310,

算

226 310,000

事

310,000 310

業

,000 310,00

政

0
(2)の ① 人 61,

策

375 61,550 6

こ

1,380 61,93

の

8 62,219 62,

事

500 62,800
対

務

象指標 ②
(3)の ① 冊

事

598,355 560

業

,000 580,01

施

2 580,000 59

策

0,000 600,0

の

00 610,000
成

位

果指標 ② 件 0 0 0 0 0

置

0 0
(4)の結果の ①

基

冊 9.7 10 9.5 1

本

0 10 10 10
成果指

事

標 ②
予算費目 会計 01

業

 一般会計 款 10 項 0

主

5 目 04

コスト 年度 R

管

4年度 R5年度 R5年

課

度 R6年度 R7年度 R

名

8年度 R9年度
実績値

課

計画値 実績値 計画値 目

長

標値 目標値 目標値
事業

名

費(決算又は予算額)

こ

Ａ 単位 36,495 2

の

2,844 18,56

事

7 78,319 22,

務

000 22,000 2

事

2,575

財
源
内
訳

 

業

国庫支出金 千円 2,2

の

00 0 0 0 0 0 0
 県

開

支出金 千円 0 0 0 0 0

始

0 0
 地方債 千円 0 0

時

0 0 0 0 0
 その他 千

期

円 0 994 994 1,

事

000 1,000 1,

務

000 1,000
 一

区

般財源 千円 34,29

分

5 21,850 17,

法

573 77,319 2

定

1,000 21,00

受

0 21,575
人件費

託

Ｂ 千円 1,408 1,

事

408 1,408 1,

務

408 1,408 1,

自

408 1,408
正職

治

員従事時間×人数 時間

事

×人 400× 1 400

務

× 1 400× 1 400

こ

× 1 400× 1 400

の

× 1 400× 1
正職員

事

以外の人件費 千円 0 0

務

0 0 0 0 0
その他の費

事

用Ｃ 千円 188 188

業

58 58 58 58 58

の

トータルコストA+B

根

+C 千円 38,091

拠

24,440 20,0

法

33 79,785 23

令

,466 23,466

事

24,041
単位あた

業

りコスト ① 千円/人 0

の

.6 0.4 0.3 1.

概

3 0.4 0.4 0.4

要

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(

現

2)の対象指標）② 千

在

円/ 0 0 0 0 0 0 0

1

の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

による環境変化 □ ある

業

に伴い、目的を見直す

名

（目
その理由

的の追加

N

・拡充又は絞込）

必要

o

はありませんか？ ■ な

.

い

有
効
性

公立図書館と

4

の相互貸借業務や市内

4

小中学校などへの団体

6

貸出についても、イ
今

図

以上に事業の成果を向

書

上
ンターネット予約を

館

推進することによって

電

利用を推進する。また

算

、電子図書館
させる方

事

法を記入して下さ
サー

業

ビスの導入により、来

２

館することができない

評

人に対しても図書館サ

価

ービス
い。 内　容

の提

　

供が可能となった。
※

Ｃ

(3)の成果指標を向

Ｈ

上させる

　ことはでき

Ｅ

ますか？

90％以上達

Ｃ

成できている。
目的達

Ｋ

成状況 内　容

■民間へ

目

の一部委託 □民間への

的

全部委託
市関与の必要

妥

性 □指定管理 □補助金

当

・負担金助成 ■市の直

性

営
内　容

　（実施手法

こ

） 図書館システムの保

の

守等業務を委託する。

事

効
率
性

類似する他の事

業

業がないため統廃合は

の

できない。
事務事業の

必

統廃合により、

事業の

要

効率化を図り、成果
内

性

　容
を向上させる方法

は

を記入し

て下さい。

図

薄

書館システム保守等の

れ

維持管理に必要な費用

て

のため削減できない。

得

現状より事業費・人件

ら

費を

削減する方法を記

れ

入して下

さい。（仕様

て

の変更、外部 内　容
委

い

託、従事時間の削減等

る

は

できないか？)

公
平

い

性

市が運営する事業の

ま

ため、受益者負担なし

せ

。
□ ある □ 現状で適正

ん

受益者負担はあります

か

か？

また、受益者負担

。

割合は適 □ ない □ 検討

十

が必要 内　容
正ですか

分

？
■ 受益者がいない

３

な

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

成

Ｏ
Ｎ

電算機器の適正な

果

管理・運用 自動貸出機

が

の運用を推進していく

理

。
事業実施上の課題、

　

住
民・議会等からの意

由

見 意　見 対応策
と対応

得

策

図書館システムの保

ら

守等維持管理 令和６(

れ

2024)年度に図書

て

館システム
R6年度の

い

事業計画は前 変　更
図

ま

書館システムの機器更

す

新 機器の一部更新を行

か

う。
年度から変更・追

？

加は 前年度 ・
あるか 追

得

　加

今後の事業・コス

ら

ト・成果の方向性 今後

れ

の事業の方向性、改革

て

・改善案
※今年度から

い

の具体的な事業の進め

な

方、手段の見直し等、

い

各方向性の内容

　　　

事

　　　　　　□　拡大

業

ＩＴ社会の進展に伴い

進

、老若男女問わず簡易

展

に利用で
　　　　　　

等

　　　□　改善 きる図

に

書検索、予約システム

よ

がより一層、求められ

る

て
　　　　　　　　　

環

■　現状維持 いる。
　

境

　　　　　　　　□　

変

縮小 このため、パソコ

化

ンからだけではなく、

あ

スマートフォ
　　　　

る

　　　　　□　統合 ン

に

などからでも利用でき

伴

るように常に最新のツ

い

ールに
　　　　　　　

、

　　□　完了 対応した

対

システムの構築が必要

象

となっている。
　　　

を

　　　　　　□　廃止

見

・休止 また、予約本の

直

セルフ貸出など機能の

す

強化も必要とな
コスト

（

の方向性 っている。
　

拡

　　　　　　　　↓　

そ

減少
成果の方向性
　　

の

　　　　　　　→　維

理

持

2

由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 446 図書館電算事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

ＩＣタグによる貸出返却、自動貸出機、自動仕分機、セキュ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

リティーゲートの運用により業務の効率化、簡易化が図られ
いませんか。十分な成果が 理　由

ている。
得られていますか？ □ 得られていない

対象の範囲に変化がない

様

ため。
事業進展等によ

式

る環境変化
□ ある

に伴

1

い、対象を見直す（拡

-

その理由
大・縮小）必

2

要はありませ
■ ない

ん

事

か？

目的内容に変化が

務

ないため。
事業進展等



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月21日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 447 図書館協議会運営事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 生涯学習

主管課名 生涯学習推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 昭和52(1977)年10月19日 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 図書館法第14条、15条、16条及びみよし市立図書館設置条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

図書館の運営に関し館長の諮問に応じ、図書館事業や 協議会（年2回）及び視察研修
計画について意見を募る図書館協議会の開催を行う。 委員会の構成：学識経験者又は実務経験者、社会教育
　ＳＤＧｓの取り組み：4 委員会代表、幼稚園代表、子育て支援センター代表、

学校教育課指導主事（計7名）

協議会（年2回の内、1回は書面開催） 
R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変

令

化しているか (1)活

和

動指標（事務事業の活

 

動量を表す指標）

変化

6

していない 名称 単位
①

年

協議会開催数 回
変 化

度

②
内 容

対象(この事

（

業の対象、範囲となる

5

人、物) (2)対象指

年

標（対象の大きさを表

度

す指標）

図書館協議会

実

委員 名称 単位
① 協議会

施

委員数 人
②

目的(この

分

事業によって上記対象

）

をどのような状態にし

事

たいのか) (3)成果

務

指標（目的の達成度を

事

示す指標）

図書館協議

業

会委員を通し、多くの

目

意見をもらう 名称 単位

的

① 意見の数 件
② 意見を

評

取り入れた数 件

結果(

価

上位基本事業の意図)

表

(4)結果の成果指標

様

（上位基本事業の成果

式

指標）

利用しやすい図

1

書館サービスを充実し

-

、教養や知識を習得し

1

ても 名称 単位
らう ① 市

記

民1人当たりの図書利

入

用冊数 冊
②

事務事業の

日

各種指標の実績と見込

令

及び目標

R4年度 R5

和

年度 R5年度 R6年度

0

R7年度 R8年度 R9

6

年度
指標 ＼ 年度 単

年

位
実績値 計画値 実績値

0

計画値 目標値 目標値 目

5

標値
(1)の ① 回 2 3

月

3 2 3 2 3
活動指標 ②

2

(2)の ① 人 8 8 8 7

1

7 7 7
対象指標 ②
(3

日

)の ① 件 10 10 10

１

10 10 10 10
成果

事

指標 ② 件 5 8 8 8 8 8

務

8
(4)の結果の ① 冊

事

9.7 10 9.5 10

業

10 10 10
成果指標

の

②
予算費目 会計 01 

現

一般会計 款 10 項 05

状

目 04

コスト 年度 R4

　

年度 R5年度 R5年度

Ｐ

R6年度 R7年度 R8

Ｌ

年度 R9年度
実績値 計

Ａ

画値 実績値 計画値 目標

Ｎ

値 目標値 目標値
事業費

及

(決算又は予算額)Ａ

び

単位 58 153 67 1

Ｄ

51 151 151 15

Ｏ

1

財
源
内
訳

 国庫支出

事

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

務

 県支出金 千円 0 0 0

事

0 0 0 0
 地方債 千円

業

0 0 0 0 0 0 0
 その

名

他 千円 0 0 0 0 0 0 0

N

 一般財源 千円 58 1

o

53 67 151 151

.

151 151
人件費Ｂ

4

千円 1,408 1,4

4

08 1,408 1,4

7

08 1,408 1,4

図

08 1,408
正職員

書

従事時間×人数 時間×

館

人 200× 2 200×

協

2 200× 2 200×

議

2 200× 2 200×

会

2 200× 2
正職員以

運

外の人件費 千円 0 0 0

営

0 0 0 0
その他の費用

事

Ｃ 千円 75 75 58 5

業

8 58 58 58
トータ

政

ルコストA+B+C 千

策

円 1,541 1,63

こ

6 1,533 1,61

の

7 1,617 1,61

事

7 1,617
単位あた

務

りコスト ① 千円/人 1

事

92.6 204.5 1

業

91.6 231 231

施

231 231
（ﾄｰﾀ

策

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

の

象指標）② 千円/ 0 0

位

0 0 0 0 0

1

置
基本事業

主管課名 課長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

は絞込）

必要はありま

業

せんか？ ■ ない

有
効
性

名

図書館協議会委員の意

N

見等を事業に反映させ

o

る。
今以上に事業の成

.

果を向上

させる方法を

4

記入して下さ

い。 内　

4

容
※(3)の成果指標

7

を向上させる

　ことは

図

できますか？

90％以

書

上達成できている。
目

館

的達成状況 内　容

□民

協

間への一部委託 □民間

議

への全部委託
市関与の

会

必要性 □指定管理 □補

運

助金・負担金助成 ■市

営

の直営
内　容

　（実施

事

手法） 市が事務局とな

業

り、図書館協議会を開

２

催する。

効
率
性

類似す

評

る他の事業がないため

価

統廃合はできない。
事

　

務事業の統廃合により

Ｃ

、

事業の効率化を図り

Ｈ

、成果
内　容

を向上さ

Ｅ

せる方法を記入し

て下

Ｃ

さい。

会議の開催回数

Ｋ

等必要最小限で行って

目

いるため削減できない

的

。
現状より事業費・人

妥

件費を

削減する方法を

当

記入して下

さい。（仕

性

様の変更、外部 内　容

こ

委託、従事時間の削減

の

等は

できないか？)

公

事

平
性

市が実施する事業

業

のため、受益者負担な

の

し。
□ ある □ 現状で適

必

正
受益者負担はありま

要

すか？

また、受益者負

性

担割合は適 □ ない □ 検

は

討が必要 内　容
正です

薄

か？
■ 受益者がいない

れ

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ

て

Ｉ
Ｏ
Ｎ

図書館協議会の

得

意見を図書館の運営 図

ら

書館協議会委員の意見

れ

を受けとめ
事業実施上

て

の課題、住 に反映させ

い

る。 、サービスの向上

る

を図る。
民・議会等か

い

らの意見 意　見 対応策

ま

と対応策

図書館協議会

せ

開催。 継続して実施す

ん

るため、前年度と同
R

か

6年度の事業計画は前

。

変　更
様・同規模で実

十

施。ただし委員数は
年

分

度から変更・追加は 前

な

年度 ・
1人減とする。

成

あるか 追　加

今後の事

果

業・コスト・成果の方

が

向性 今後の事業の方向

理

性、改革・改善案
※今

　

年度からの具体的な事

由

業の進め方、手段の見

得

直し等、各方向性の内

ら

容

　　　　　　　　　

れ

□　拡大 図書館の運営

て

に対する意見等を事業

い

に反映する。
　　　　

ま

　　　　　□　改善 ま

す

た、図書館に関連し、

か

図書館学習交流プラザ

？

「サン
　　　　　　　

得

　　■　現状維持 ライ

ら

ブ」の運営等について

れ

意見をいただいている

て

。
　　　　　　　　　

い

□　縮小
　　　　　　

な

　　　□　統合
　　　

い

　　　　　　□　完了

事

　　　　　　　　　□

業

　廃止・休止
コストの

進

方向性
　　　　　　　

展

　　→　維持
成果の方

等

向性
　　　　　　　　

に

　→　維持

2

よる環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 447 図書館協議会運営事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

図書館運営に関する諮問機関のため。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象者の範囲に変化がないため。
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由

様

大・縮小）必要はあり

式

ませ
■ ない

んか？

目的

1

内容に変化がないため

-

。
事業進展等による環

2

境変化 □ ある
に伴い、

事

目的を見直す（目
その

務

理由
的の追加・拡充又



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月21日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 448 市民情報サービスセンター図書コーナー整備事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 生涯学習

主管課名 生涯学習推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 平成12(2000)年10月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 図書館法第3条

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

名鉄三好ヶ丘駅前の「まちかど図書室」の位置づけか 中央図書館から遠方の地区に居住する市民にとって、
ら、より身近に利用されるきたよし地区・おかよし地 来館するのが難しい状況（特に年配者、弱年者）があ
区の図書館サービスの拠点として図書を整備する。 るが、きたよし地区・おかよし地区においては、サン
利用者がインターネットから貸出予約をした場合には ネット図書コーナーが通勤通学時にも利用しやすい施
、サンネット図書コーナーの蔵書

令

だけではなく、中央 設

和

となっている。また、

 

中央図書館で借りた本

6

の返却
図書館の蔵書に

年

ついても週６便の配本

度

車で回送を行い 場所と

（

しての利用も多くなっ

5

ている。（令和5(2

年

024)
、貸出に対応

度

する。 年度サンネット

実

貸出冊数80,471

施

冊、返却冊数102,

分

585
ＳＤＧｓの取り

）

組み：4 冊）

サンネッ

事

ト図書コーナーにて、

務

図書の貸出・返却を行

事

った。利用者のニーズ

業

に応え
R5年度に実施

目

した具体的な た資料の

的

整備を行い、図書資料

評

の充実を図った。
事業

価

の方法、手順、指標に

表

対す
る成果等

事務事業

様

を取り巻く状況は過去

式

と比べ変化しているか

1

(1)活動指標（事務

-

事業の活動量を表す指

1

標）

利用者の図書に対

記

するニーズは増加・多

入

様化し続けている 名称

日

単位
。 ① サンネット図

令

書コーナー利用者数 人

和

変 化
 ② サンネット

0

蔵書冊数 冊
内 容

対象

6

(この事業の対象、範

年

囲となる人、物) (2

0

)対象指標（対象の大

5

きさを表す指標）

①市

月

民 名称 単位
②きたよし

2

地区・おかよし地区市

1

民 ① 人口 人
② きたよし

日

地区・おかよし地区市

１

民数 人

目的(この事業

事

によって上記対象をど

務

のような状態にしたい

事

のか) (3)成果指標

業

（目的の達成度を示す

の

指標）

①貸出・返却を

現

行う 名称 単位
②図書館

状

サービスの提供を行う

　

① 貸出冊数（サンネッ

Ｐ

ト） 冊
② サンネットで

Ｌ

の図書利用者数 人

結果

Ａ

(上位基本事業の意図

Ｎ

) (4)結果の成果指

及

標（上位基本事業の成

び

果指標）

市民に身近な

Ｄ

施設（サンネット）で

Ｏ

より多くの行政サービ

事

スを提 名称 単位
供する

務

① 市民1人当たりの図

事

書利用冊数 冊
②

事務事

業

業の各種指標の実績と

名

見込及び目標

R4年度

N

R5年度 R5年度 R6

o

年度 R7年度 R8年度

.

R9年度
指標 ＼ 年

4

度 単位
実績値 計画値 実

4

績値 計画値 目標値 目標

8

値 目標値
(1)の ① 人

市

25,429 26,0

民

00 24,442 25

情

,000 25,000

報

25,000 25,0

サ

00
活動指標 ② 冊 15

ー

,592 15,000

ビ

16,075 16,0

ス

00 16,000 16

セ

,000 16,000

ン

(2)の ① 人 61,3

タ

75 61,656 61

ー

,380 61,938

図

62,219 62,5

書

00 62,800
対象

コ

指標 ② 人 31,463

ー

31,607 31,4

ナ

63 31,663 31

ー

,864 32,064

整

32,400
(3)の

備

① 冊 87,116 89

事

,000 81,021

業

82,000 82,0

政

00 82,000 82

策

,000
成果指標 ② 人

こ

25,429 26,0

の

00 24,442 25

事

,000 25,000

務

25,000 25,0

事

00
(4)の結果の ①

業

冊 9.7 10 9.5 1

施

0 10 10 10
成果指

策

標 ②
予算費目 会計 01

の

 一般会計 款 10 項 0

位

5 目 04

コスト 年度 R

置

4年度 R5年度 R5年

基

度 R6年度 R7年度 R

本

8年度 R9年度
実績値

事

計画値 実績値 計画値 目

業

標値 目標値 目標値
事業

主

費(決算又は予算額)

管

Ａ 単位 5,221 3,

課

471 3,332 3,

名

583 3,583 3,

課

583 3,583

財
源

長

内
訳

 国庫支出金 千円

名

1,520 0 0 0 0 0

こ

0
 県支出金 千円 0 0

の

0 0 0 0 0
 地方債 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

務

の他 千円 0 0 0 0 0 0

事

0
 一般財源 千円 3,

業

701 3,471 3,

の

332 3,583 3,

開

583 3,583 3,

始

583
人件費Ｂ 千円 1

時

,443.2 1,44

期

3.2 1,443.2

事

1,443.2 1,4

務

43.2 1,443.

区

2 1,443.2
正職

分

員従事時間×人数 時間

法

×人 205× 2 205

定

× 2 205× 2 205

受

× 2 205× 2 205

託

× 2 205× 2
正職員

事

以外の人件費 千円 0 0

務

0 0 0 0 0
その他の費

自

用Ｃ 千円 57 57 58

治

58 58 58 58
トー

事

タルコストA+B+C

務

千円 6,721.2 4

こ

,971.2 4,83

の

3.2 5,084.2

事

5,084.2 5,0

務

84.2 5,084.

事

2
単位あたりコスト ①

業

千円/人 0.1 0.1

の

0.1 0.1 0.1 0

根

.1 0.1
（ﾄｰﾀﾙ

拠

ｺｽﾄ/(2)の対象

法

指標）② 千円/人 0.

令

2 0.2 0.2 0.2

事

0.2 0.2 0.2

1

業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

？

目的内容に変化がな

業

いため。
事業進展等に

名

よる環境変化 □ ある
に

N

伴い、目的を見直す（

o

目
その理由

的の追加・

.

拡充又は絞込）

必要は

4

ありませんか？ ■ ない

4

有
効
性

施設の構造上書

8

架を増やすことができ

市

ないため、成果の向上

民

は難しい。
今以上に事

情

業の成果を向上

させる

報

方法を記入して下さ

い

サ

。 内　容
※(3)の成

ー

果指標を向上させる

　

ビ

ことはできますか？

利

ス

用者数は減少したが、

セ

貸出冊数は増加した。

ン

目的達成状況 内　容

■

タ

民間への一部委託 □民

ー

間への全部委託
市関与

図

の必要性 □指定管理 □

書

補助金・負担金助成 □

コ

市の直営
内　容

　（実

ー

施手法） サンネット図

ナ

書コーナーの窓口業務

ー

及び図書運搬を委託し

整

ている。

効
率
性

類似す

備

る他の事業がないため

事

統廃合はできない。
事

業

務事業の統廃合により

２

、

事業の効率化を図り

評

、成果
内　容

を向上さ

価

せる方法を記入し

て下

　

さい。

仕様の変更によ

Ｃ

り削減することができ

Ｈ

る。
現状より事業費・

Ｅ

人件費を

削減する方法

Ｃ

を記入して下

さい。（

Ｋ

仕様の変更、外部 内　

目

容
委託、従事時間の削

的

減等は

できないか？)

妥

公
平
性

市が運営する事

当

業のため、受益者負担

性

なし。
□ ある □ 現状で

こ

適正
受益者負担はあり

の

ますか？

また、受益者

事

負担割合は適 □ ない □

業

検討が必要 内　容
正で

の

すか？
■ 受益者がいな

必

い

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ

要

Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

限られた収容

性

能力の中、多様なジャ

は

書籍等の計画的な購入

薄

と除籍を行う
事業実施

れ

上の課題、住 ンルの資

て

料を配置する必要があ

得

る。 。
民・議会等から

ら

の意見 意　見 対応策
と

れ

対応策

サンネット図書

て

コーナーの運営 特にな

い

し。
R6年度の事業計

る

画は前 変　更
年度から

い

変更・追加は 前年度 ・

ま

あるか 追　加

今後の事

せ

業・コスト・成果の方

ん

向性 今後の事業の方向

か

性、改革・改善案
※今

。

年度からの具体的な事

十

業の進め方、手段の見

分

直し等、各方向性の内

な

容

　　　　　　　　　

成

□　拡大 令和4(20

果

22)年度に自動貸出

が

機を導入し、利便性の

理

向
　　　　　　　　　

　

□　改善 上を図った。

由

今後も、安定的な運営

得

を行う。
　　　　　　

ら

　　　■　現状維持
　

れ

　　　　　　　　□　

て

縮小
　　　　　　　　

い

　□　統合
　　　　　

ま

　　　　□　完了
　　

す

　　　　　　　□　廃

か

止・休止
コストの方向

？

性
　　　　　　　　　

得

→　維持
成果の方向性

ら

　　　　　　　　　→

れ

　維持

2

ていない

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 448 市民情報サービスセンター図書コーナー整備事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

きたよし地区・おかよし地区の人口増加に伴う図書館サービ
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

スの拡充により年々利用が増加している。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □

様

得られていない

対象者

式

の範囲に変化がないた

1

め。
事業進展等による

-

環境変化
□ ある

に伴い

2

、対象を見直す（拡
そ

事

の理由
大・縮小）必要

務

はありませ
■ ない

んか



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月21日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 451 みよし悠学カレッジ講座運営事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 生涯学習

主管課名 生涯学習推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 平成11(1999)年9月 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし悠学カレッジ実施要綱

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

生涯学習推進基本計画に基づき、多様化する住民のニ 市民の学術への関心、技術の向上、趣味活動の充実や
ーズや、社会情勢の変化に対応した生涯学習講座を、 生きがいづくり・仲間づくりなど多様な学習機会を提
公開講座　生活創造講座　国際理解講座　情報・通信 供する役割を担っている。
講座として、春夏、秋冬、新春の３期に、サンライブ
を中心に開催する。
SDGsの取り組み：4,11

講座内容計画→講師依頼→広報→募集受付→抽選→受講者決定→受講料納入→講

令

座
R5年度に実施した

和

具体的な 開講準備→講

 

座運営→調査分析（ア

6

ンケート）→反省
事業

年

の方法、手順、指標に

度

対す
る成果等

事務事業

（

を取り巻く状況は過去

5

と比べ変化しているか

年

(1)活動指標（事務

度

事業の活動量を表す指

実

標）

受講場所を旧生涯

施

学習センターからサン

分

ライブへ変更した 名称

）

単位
ため、休日・夜間

事

講座の開催回数が増え

務

た。 ① 講座数 講座
変 

事

化
② 講座受講者数 人

内

業

 容

対象(この事業の

目

対象、範囲となる人、

的

物) (2)対象指標（

評

対象の大きさを表す指

価

標）

①15歳以上の市

表

内在住者 名称 単位
②（

様

市内）在勤・在学者 ①

式

市内15歳以上の人口

1

人
② 市内への在勤・在

-

学者数 人

目的(この事

1

業によって上記対象を

記

どのような状態にした

入

いのか) (3)成果指

日

標（目的の達成度を示

令

す指標）

①生涯にわた

和

って学習する意欲を持

0

ち、日常生活で取り組

6

んでも 名称 単位
らう。

年

① 講座申込者数 人
②講

0

座の存在を知り、参加

5

する。 ② 講座に初めて

月

参加した人数 人

結果(

2

上位基本事業の意図)

1

(4)結果の成果指標

日

（上位基本事業の成果

１

指標）

学習意欲を持ち

事

講座へ参加してもらう

務

。 名称 単位
① 生涯学習

事

講座受講者数 人
②

事務

業

事業の各種指標の実績

の

と見込及び目標

R4年

現

度 R5年度 R5年度 R

状

6年度 R7年度 R8年

　

度 R9年度
指標 ＼ 

Ｐ

年度 単位
実績値 計画値

Ｌ

実績値 計画値 目標値 目

Ａ

標値 目標値
(1)の ①

Ｎ

講座 151 170 16

及

3 170 185 200

び

200
活動指標 ② 人 1

Ｄ

,435 2,000 1

Ｏ

,632 2,000 2

事

,500 3,000 3

務

,000
(2)の ① 人

事

52,161 52,4

業

98 52,710 52

名

,498 52,822

N

53,147 53,4

o

73
対象指標 ② 人 23

.

,181 23,181

4

21,448 22,0

5

00 22,000 22

1

,000 22,000

み

(3)の ① 人 2,19

よ

7 2,500 2,30

し

1 2,500 2,70

悠

0 2,900 2,90

学

0
成果指標 ② 人 150

カ

250 166 200 2

レ

50 300 300
(4

ッ

)の結果の ① 人 5,7

ジ

38 6,000 6,2

講

39 6,400 6,7

座

00 7,000 7,0

運

00
成果指標 ②

予算費

営

目 会計 01 一般会計

事

款 10 項 05 目 09

コ

業

スト 年度 R4年度 R5

政

年度 R5年度 R6年度

策

R7年度 R8年度 R9

こ

年度
実績値 計画値 実績

の

値 計画値 目標値 目標値

事

目標値
事業費(決算又

務

は予算額)Ａ 単位 14

事

,597 26,168

業

21,823 17,2

施

27 17,382 17

策

,382 17,382

の

財
源
内
訳

 国庫支出金

位

千円 31 0 2,390

置

0 0 0 0
 県支出金 千

基

円 0 0 0 0 0 0 0
 地

本

方債 千円 0 0 0 0 0 0

事

0
 その他 千円 5,5

業

75 11,937 7,

主

113 11,937 1

管

1,937 11,93

課

7 11,937
 一般

名

財源 千円 8,991 1

課

4,231 12,32

長

0 5,290 5,44

名

5 5,445 5,44

こ

5
人件費Ｂ 千円 20,

の

756.8 20,40

事

4.8 21,410.

務

8 17,398 17,

事

398 17,398 1

業

7,398
正職員従事

の

時間×人数 時間×人 7

開

60× 4 735× 4 7

始

35× 4 600× 3 6

時

00× 3 600× 3 6

期

00× 3
正職員以外の

事

人件費 千円 10,05

務

6 10,056 11,

区

062 11,062 1

分

1,062 11,06

法

2 11,062
その他

定

の費用Ｃ 千円 75 27

受

7 422 422 422

託

422 422
トータル

事

コストA+B+C 千円

務

35,428.8 46

自

,849.8 43,6

治

55.8 35,047

事

35,202 35,2

務

02 35,202
単位

こ

あたりコスト ① 千円/

の

人 0.7 0.9 0.8

事

0.7 0.7 0.7 0

務

.7
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

事

/(2)の対象指標）

業

② 千円/人 1.5 2 2

の

1.6 1.6 1.6 1

根

.6

1

拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

か？

目的内容に変化が

業

ないため。
事業進展等

名

による環境変化 □ ある

N

に伴い、目的を見直す

o

（目
その理由

的の追加

.

・拡充又は絞込）

必要

4

はありませんか？ ■ な

5

い

有
効
性

市民のニーズ

1

や嗜好を把握した、よ

み

り興味深い講座を企画

よ

する。
今以上に事業の

し

成果を向上

させる方法

悠

を記入して下さ

い。 内

学

　容
※(3)の成果指

カ

標を向上させる

　こと

レ

はできますか？

90％

ッ

以上達成できている。

ジ

目的達成状況 内　容

□

講

民間への一部委託 □民

座

間への全部委託
市関与

運

の必要性 □指定管理 □

営

補助金・負担金助成 ■

事

市の直営
内　容

　（実

業

施手法） 市が生涯学習

２

講座を開催することで

評

、多様化する住民のニ

価

ーズや社会情勢の変
化

　

を把握する。

効
率
性

類

Ｃ

似する他の事業がない

Ｈ

ため統廃合はできない

Ｅ

。
事務事業の統廃合に

Ｃ

より、

事業の効率化を

Ｋ

図り、成果
内　容

を向

目

上させる方法を記入し

的

て下さい。

事務の進め

妥

方を改善し、従事時間

当

を削減する。
現状より

性

事業費・人件費を

削減

こ

する方法を記入して下

の

さい。（仕様の変更、

事

外部 内　容
委託、従事

業

時間の削減等は

できな

の

いか？)

公
平
性

生涯学

必

習講座の受講料及び教

要

材費は受益者が負担
■

性

ある ■ 現状で適正
受益

は

者負担はありますか？

薄

している。
また、受益

れ

者負担割合は適 □ ない

て

□ 検討が必要 内　容
正

得

ですか？
□ 受益者がい

ら

ない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ

れ

Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

多様な講座

て

を開催しているが、受

い

講 今後は勤労者などが

る

より参加しやす
事業実

い

施上の課題、住 生が固

ま

定化する傾向にある。

せ

い曜日、時間帯での開

ん

催を増やして
民・議会

か

等からの意見 意　見 対

。

応策 いく必要がある。

十

と対応策

春夏、秋冬、

分

新春の３期に生涯学習

な

継続して実施するため

成

、前年度と同
R6年度

果

の事業計画は前 変　更

が

講座を開催。 様な内容

理

で開催するとともに、

　

おか
年度から変更・追

由

加は 前年度 ・
新たにお

得

かよし交流センターで

ら

も講 よし交流センター

れ

での講座の充実を
ある

て

か 追　加
座を開催。 図

い

る。

今後の事業・コス

ま

ト・成果の方向性 今後

す

の事業の方向性、改革

か

・改善案
※今年度から

？

の具体的な事業の進め

得

方、手段の見直し等、

ら

各方向性の内容

　　　

れ

　　　　　　■　拡大

て

今後は勤労者などがよ

い

り参加しやすい曜日、

な

時間帯で
　　　　　　

い

　　　□　改善 の開催

事

を増やしていく必要が

業

ある。
　　　　　　　

進

　　□　現状維持 市北

展

部の市民が気軽に生涯

等

学習講座に参加できる

に

よう
　　　　　　　　

よ

　□　縮小 、おかよし

る

交流センターにおける

環

講座の充実を図る必
　

境

　　　　　　　　□　

変

統合 要がある。
　　　

化

　　　　　　□　完了

あ

　　　　　　　　　□

る

　廃止・休止
コストの

に

方向性
　　　　　　　

伴

　　→　維持
成果の方

い

向性
　　　　　　　　

、

　↑　増加

2

対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 451 みよし悠学カレッジ講座運営事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

多様化する住民のニーズや、社会情勢の変化に対応した生涯
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

学習講座を開催することで、多様な学習機会を提供する役割
いませんか。十分な成果が 理　由

を担っている。
得られていますか？

様

□ 得られていない

対象

式

者の範囲に変化がない

1

ため。
事業進展等によ

-

る環境変化
□ ある

に伴

2

い、対象を見直す（拡

事

その理由
大・縮小）必

務

要はありませ
■ ない

ん



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月21日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 452 生涯学習発表会開催事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 生涯学習

主管課名 生涯学習推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 平成6(1994)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 生涯学習推進基本計画

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

生涯学習推進基本計画に基づき、自主的に生涯学習活 市内を中心に生涯学習活動を展開する生涯活動団体を
動をしている団体の活動成果の発表の場として「生涯 対象とし、年1回、日頃の学習活動の成果を発表する
学習発表会」を開催する。 機会を提供し、市民の学習意欲の高まりと生涯学習活
 ＳＤＧｓの取り組み：4 動の広まりを促進する。

・開催時期　2月下旬
・開催場所　勤労文化会館　図書館学習交流センター
・内容　芸能発表、作品展示

生涯学習活動団体登録受付→生涯学習活動登録団体及び生

令

涯学習センタークラブ

和

登
R5年度に実施した

 

具体的な 録団体へ出展

6

希望調査→出展団体担

年

当者会議→会場設営委

度

託業務の発注→作品展

（

示
事業の方法、手順、

5

指標に対す 会場設営→

年

展示作品搬入→生涯学

度

習発表会開催→展示作

実

品搬出→会場撤去
る成

施

果等

事務事業を取り巻

分

く状況は過去と比べ変

）

化しているか (1)活

事

動指標（事務事業の活

務

動量を表す指標）

平成

事

29(2017)年度

業

より、作品展示を勤労

目

文化会館から図書 名称

的

単位
館学習交流センタ

評

ーで開催するように変

価

更した。 ① 開催日数 日

表

変 化
②

内 容

対象(

様

この事業の対象、範囲

式

となる人、物) (2)

1

対象指標（対象の大き

-

さを表す指標）

生涯学

1

習センタークラブ・生

記

涯学習活動登録団体 名

入

称 単位
① 生涯学習セン

日

タークラブ数 団体
② 生

令

涯学習活動登録団体数

和

団体

目的(この事業に

0

よって上記対象をどの

6

ような状態にしたいの

年

か) (3)成果指標（

0

目的の達成度を示す指

5

標）

生涯学習活動の発

月

表の場を提供する 名称

2

単位
① 出演、出品者数

1

人
② 来客者数 人

結果(

日

上位基本事業の意図)

１

(4)結果の成果指標

事

（上位基本事業の成果

務

指標）

自主的な生涯学

事

習活動の推進を図る 名

業

称 単位
① 生涯学習に満

の

足している人の割合 ％

現

② 生涯学習施設利用者

状

数 人

事務事業の各種指

　

標の実績と見込及び目

Ｐ

標

R4年度 R5年度 R

Ｌ

5年度 R6年度 R7年

Ａ

度 R8年度 R9年度
指

Ｎ

標 ＼ 年度 単位
実績

及

値 計画値 実績値 計画値

び

目標値 目標値 目標値
(

Ｄ

1)の ① 日 12 12 1

Ｏ

2 12 12 12 12
活

事

動指標 ②
(2)の ① 団

務

体 52 60 50 55 5

事

5 55 55
対象指標 ②

業

団体 50 70 48 50

名

50 50 50
(3)の

N

① 人 292 380 31

o

4 330 335 340

.

345
成果指標 ② 人 3

4

,784 4,300 3

5

,446 3,500 3

2

,550 3,600 3

生

,650
(4)の結果

涯

の ① ％ 23.6 35 3

学

1.3 35 35 35 3

習

5
成果指標 ② 人 108

発

,658 139,20

表

0 167,272 16

会

7,350 189,6

開

20 211,890 2

催

12,660
予算費目

事

会計 01 一般会計 款

業

10 項 05 目 09

コス

政

ト 年度 R4年度 R5年

策

度 R5年度 R6年度 R

こ

7年度 R8年度 R9年

の

度
実績値 計画値 実績値

事

計画値 目標値 目標値 目

務

標値
事業費(決算又は

事

予算額)Ａ 単位 496

業

618 473 618 6

施

00 600 600

財
源

策

内
訳

 国庫支出金 千円

の

0 0 0 0 0 0 0
 県支

位

出金 千円 0 0 0 0 0 0

置

0
 地方債 千円 0 0 0

基

0 0 0 0
 その他 千円

本

0 0 0 0 0 0 0
 一般

事

財源 千円 496 618

業

473 618 600 6

主

00 600
人件費Ｂ 千

管

円 2,587.2 2,

課

587.2 2,587

名

.2 1,584 1,5

課

84 1,584 1,5

長

84
正職員従事時間×

名

人数 時間×人 245×

こ

3 245× 3 245×

の

3 150× 3 150×

事

3 150× 3 150×

務

3
正職員以外の人件費

事

千円 0 0 0 0 0 0 0
そ

業

の他の費用Ｃ 千円 38

の

38 105 105 10

開

5 105 105
トータ

始

ルコストA+B+C 千

時

円 3,121.2 3,

期

243.2 3,165

事

.2 2,307 2,2

務

89 2,289 2,2

区

89
単位あたりコスト

分

① 千円/団体 60 54

法

.1 63.3 41.9

定

41.6 41.6 41

受

.6
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

託

/(2)の対象指標）

事

② 千円/団体 62.4

務

46.3 65.9 46

自

.1 45.8 45.8

治

45.8

1

事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

拡
その理由

大・縮小）

業

必要はありませ
■ ない

名

んか？

市民の学習意欲

N

の高まりと生涯学習活

o

動の広まりを促進する

.

ことが最
事業進展等に

4

よる環境変化 □ ある
終

5

目標であるため。
に伴

2

い、目的を見直す（目

生

その理由
的の追加・拡

涯

充又は絞込）

必要はあ

学

りませんか？ ■ ない

有

習

効
性

生涯学習発表会の

発

会場を検討し、出演者

表

、出品者、来客者数の

会

増加を図る。
今以上に

開

事業の成果を向上

させ

催

る方法を記入して下さ

事

い。 内　容
※(3)の

業

成果指標を向上させる

２

　ことはできますか？

評

年1回生涯学習発表会

価

を実施し、90%以上

　

達成できている。
目的

Ｃ

達成状況 内　容

■民間

Ｈ

への一部委託 □民間へ

Ｅ

の全部委託
市関与の必

Ｃ

要性 □指定管理 □補助

Ｋ

金・負担金助成 □市の

目

直営
内　容

　（実施手

的

法） 展示会場の設営を

妥

委託をする。

効
率
性

類

当

似事業：春の文化祭、

性

秋の文化展
事務事業の

こ

統廃合により、
文化祭

の

、文化展は文化協会所

事

属団体のみの出演、出

業

展となり、廃止した場

の

合に
事業の効率化を図

必

り、成果
内　容 ついて

要

も文化協会に属さず市

性

内を中心に生涯学習活

は

動を展開する生涯学習

薄

活動
を向上させる方法

れ

を記入し
団体の発表の

て

場がなくなるため統廃

得

合できない。
て下さい

ら

。

発表団体が会場レイ

れ

アウト、芸能発表スケ

て

ジュールを作成するこ

い

とで、人件費
現状より

る

事業費・人件費を
を削

い

減することができる。

ま

削減する方法を記入し

せ

て下

さい。（仕様の変

ん

更、外部 内　容
委託、

か

従事時間の削減等は

で

。

きないか？)

公
平
性

市

十

が主催する事業のため

分

、受益者負担なし。
□

な

ある ■ 現状で適正
受益

成

者負担はありますか？

果

また、受益者負担割合

が

は適 ■ ない □ 検討が必

理

要 内　容
正ですか？

□

　

受益者がいない

３
改
革

由

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

得

生涯学習発表会の芸能

ら

発表への出演 発表会の

れ

出演者が自主的に運営

て

でき
事業実施上の課題

い

、住 要望団体数が増加

ま

しているため、限 るよ

す

うな方法を検討してい

か

く。
民・議会等からの

？

意見 意　見 られた時間

得

内での発表に工夫が必

ら

要 対応策
と対応策 であ

れ

る。

芸能発表会を勤労

て

文化会館で開催。 継続

い

して実施するため、前

な

年度と同
R6年度の事

い

業計画は前 変　更
様・

事

同規模で開催。
年度か

業

ら変更・追加は 前年度

進

・
あるか 追　加

今後の

展

事業・コスト・成果の

等

方向性 今後の事業の方

に

向性、改革・改善案
※

よ

今年度からの具体的な

る

事業の進め方、手段の

環

見直し等、各方向性の

境

内容

　　　　　　　　

変

　□　拡大 発表会の出

化

演者が自主的に運営で

あ

きるような方法を検
　

る

　　　　　　　　□　

に

改善 討していく。
　　

伴

　　　　　　　■　現

い

状維持
　　　　　　　

、

　　□　縮小
　　　　

対

　　　　　□　統合
　

象

　　　　　　　　□　

を

完了
　　　　　　　　

見

　□　廃止・休止
コス

直

トの方向性
　　　　　

す

　　　　→　維持
成果

（

の方向性
　　　　　　

拡

　　　→　維持

2

その理由
大・縮小）必要はありませ

ない
んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 452 生涯学習発表会開催事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

年1回、日頃の学習活動の成果を発表する機会を提供してい
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

おり、市民の学習意欲の高まりと生涯学習活動の広まりを促
いませんか。十分な成果が 理　由

進している。
得られていますか？ □ 得られていない

市

様

の事業であるため、発

式

表者は市内を中心に生

1

涯学習活動を展開する

-

事業進展等による環境

2

変化
□ ある 団体である

事

ことが妥当である。
に

務

伴い、対象を見直す（



令和 6年度（5年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和06年05月21日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 454 図書館学習交流プラザ管理運営事業
政策 安心して子どもを産み育て、誰もが豊かな心をはぐくむまち

この事務事業
施策 文化に親しみ、交流が盛んなまちにしよう

の位置
基本事業 生涯学習

主管課名 生涯学習推進課 課長名 二子石　勝
この事務事業の開始時期 平成28(2016)年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市図書館学習交流プラザ設置条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

図書館学習交流プラザの維持管理及び運営を行う。 利用者の利便性向上、管理経費削減、市民の生涯学習
SDGsの取り組み：4,11,16 を支えるため、図書館学習交流プラザの適正な維持管

理運営に努める必要がある。

建物の維持管理・清掃・受付案内・警備業務・図書館窓口等運営業務を委託し、申
R5年度に実施した具体的な 請の受付、施設の貸出、施設の修繕、図書館の開館を実施。
事業の方法、手順、指標に対す  
る成果等

事務事業を取り巻く状況は

令

過去と比べ変化してい

和

るか (1)活動指標（

 

事務事業の活動量を表

6

す指標）

運営方法に変

年

化がないため継続して

度

実施 名称 単位
① 図書館

（

学習交流プラザ開館日

5

数 日
変 化

② 委託金額

年

千円
内 容

対象(この

度

事業の対象、範囲とな

実

る人、物) (2)対象

施

指標（対象の大きさを

分

表す指標）

図書館学習

）

交流プラザ 名称 単位
①

事

図書館学習交流プラザ

務

延床面積 ㎡
② 図書館学

事

習交流プラザ駐車台数

業

台

目的(この事業によ

目

って上記対象をどのよ

的

うな状態にしたいのか

評

) (3)成果指標（目

価

的の達成度を示す指標

表

）

図書館学習交流プラ

様

ザを快適・安全に利用

式

してもらう。 名称 単位

1

① 中央図書館入館者数

-

人
② 生涯学習センター

1

利用者数 人

結果(上位

記

基本事業の意図) (4

入

)結果の成果指標（上

日

位基本事業の成果指標

令

）

学習意欲を持ち図書

和

館の利用や生涯学習講

0

座に参加してもらう。

6

名称 単位
① 図書貸出数

年

冊
② 生涯学習講座受講

0

者数 人

事務事業の各種

5

指標の実績と見込及び

月

目標

R4年度 R5年度

2

R5年度 R6年度 R7

1

年度 R8年度 R9年度

日

指標 ＼ 年度 単位
実

１

績値 計画値 実績値 計画

事

値 目標値 目標値 目標値

務

(1)の ① 日 306 3

事

07 307 306 30

業

6 306 306
活動指

の

標 ② 千円 118,85

現

2 118,176 11

状

7,718 128,3

　

13 128,313 1

Ｐ

28,313 128,

Ｌ

313
(2)の ① ㎡ 7

Ａ

,094 7,094 7

Ｎ

,094 7,094 7

及

,094 7,094 7

び

,094
対象指標 ② 台

Ｄ

263 263 263 2

Ｏ

63 263 263 26

事

3
(3)の ① 人 176

務

,591 240,00

事

0 176,472 17

業

6,750 177,0

名

00 177,250 1

N

77,500
成果指標

o

② 人 71,152 65

.

,000 71,352

4

71,750 72,0

5

00 72,250 72

4

,500
(4)の結果

図

の ① 冊 598,355

書

590,000 580

館

,012 580,00

学

0 590,000 60

習

0,000 610,0

交

00
成果指標 ② 人 5,

流

738 6,000 6,

プ

239 6,400 6,

ラ

700 7,000 7,

ザ

300
予算費目 会計 0

管

1 一般会計 款 10 項

理

05 目 09

コスト 年度

運

R4年度 R5年度 R5

営

年度 R6年度 R7年度

事

R8年度 R9年度
実績

業

値 計画値 実績値 計画値

政

目標値 目標値 目標値
事

策

業費(決算又は予算額

こ

)Ａ 単位 136,63

の

0 139,393 13

事

5,722 155,5

務

28 152,582 1

事

53,168 153,

業

515

財
源
内
訳

 国庫

施

支出金 千円 0 0 0 0 0

策

0 0
 県支出金 千円 0

の

0 0 0 0 0 0
 地方債

位

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

置

その他 千円 6,758

基

6,952 6,491

本

6,952 6,952

事

6,952 6,952

業

 一般財源 千円 129

主

,872 132,44

管

1 129,231 14

課

8,576 145,6

名

30 146,216 1

課

46,563
人件費Ｂ

長

千円 9,837.5 8

名

,781.5 9,11

こ

1.5 4,972 4,

の

972 4,972 4,

事

972
正職員従事時間

務

×人数 時間×人 642

事

× 3 542× 3 542

業

× 3 225× 2 225

の

× 2 225× 2 225

開

× 2
正職員以外の人件

始

費 千円 3,058 3,

時

058 3,388 3,

期

388 3,388 3,

事

388 3,388
その

務

他の費用Ｃ 千円 95 7

区

01 233 233 23

分

3 233 233
トータ

法

ルコストA+B+C 千

定

円 146,562.5

受

148,875.5 1

託

45,066.5 16

事

0,733 157,7

務

87 158,373 1

自

58,720
単位あた

治

りコスト ① 千円/㎡ 2

事

0.7 21 20.4 2

務

2.7 22.2 22.

こ

3 22.4
（ﾄｰﾀﾙ

の

ｺｽﾄ/(2)の対象

事

指標）② 千円/台 55

務

7.3 566.1 55

事

1.6 611.2 60

業

0 602.2 603.

の

5

1

根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R5年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 R4年度 R5年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

。
事業進展等による環

業

境変化 □ ある
に伴い、

名

目的を見直す（目
その

N

理由
的の追加・拡充又

o

は絞込）

必要はありま

.

せんか？ ■ ない

有
効
性

4

施設のＰＲやイベント

5

等の充実により、利用

4

者の増加を図る。
今以

図

上に事業の成果を向上

書

させる方法を記入して

館

下さ

い。 内　容
※(3

学

)の成果指標を向上さ

習

せる

　ことはできます

交

か？

90%以上達成で

流

きている。
目的達成状

プ

況 内　容

■民間への一

ラ

部委託 □民間への全部

ザ

委託
市関与の必要性 □

管

指定管理 □補助金・負

理

担金助成 □市の直営
内

運

　容
　（実施手法） 建

営

物の維持管理・清掃・

事

受付案内・警備業務・

業

図書館窓口等運営業務

２

を委託す
る。

効
率
性

類

評

似する他の事業がない

価

ため統廃合はできない

　

。
事務事業の統廃合に

Ｃ

より、

事業の効率化を

Ｈ

図り、成果
内　容

を向

Ｅ

上させる方法を記入し

Ｃ

て下さい。

仕様の変更

Ｋ

等により削減できる可

目

能性がある。
現状より

的

事業費・人件費を

削減

妥

する方法を記入して下

当

さい。（仕様の変更、

性

外部 内　容
委託、従事

こ

時間の削減等は

できな

の

いか？)

公
平
性

令和5

事

(2023)年度に受

業

益者負担の見直しによ

の

り、
■ ある ■ 現状で適

必

正
受益者負担はありま

要

すか？ 図書館学習交流

性

プラザ利用料は適正と

は

判断された
また、受益

薄

者負担割合は適 □ ない

れ

□ 検討が必要 内　容 た

て

め。
正ですか？

□ 受益

得

者がいない

３
改
革
改
善

ら

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

議会

れ

や利用者から施設利用

て

及び図書 総合維持管理

い

業務及び図書館窓口業

る

事業実施上の課題、住

い

館利用において、利用

ま

しやすく質の 務を現在

せ

の水準以上となるよう

ん

に業
民・議会等からの

か

意見 意　見 高いサービ

。

スが求められている。

十

対応策 者選定をして、

分

質の高いサービスを
と

な

対応策 提供できるよう

成

にする。

申請の受付、

果

施設の貸出、施設の修

が

継続して実施するため

理

、前年度と同
R6年度

　

の事業計画は前 変　更

由

繕、図書館の開館を実

得

施。 様・同規模で実施

ら

。
年度から変更・追加

れ

は 前年度 ・
あるか 追　

て

加

今後の事業・コスト

い

・成果の方向性 今後の

ま

事業の方向性、改革・

す

改善案
※今年度からの

か

具体的な事業の進め方

？

、手段の見直し等、各

得

方向性の内容

　　　　

ら

　　　　　□　拡大 令

れ

和３(2021)年度

て

以降の図書館学習交流

い

プラザの管理
　　　　

な

　　　　　□　改善 運

い

営のあり方について、

事

指定管理者制度も含め

業

て検討
　　　　　　　

進

　　■　現状維持 した

展

結果、引き続き直営と

等

することが決定した。

に

　　　　　　　　　□

よ

　縮小
　　　　　　　

る

　　□　統合
　　　　

環

　　　　　□　完了
　

境

　　　　　　　　□　

変

廃止・休止
コストの方

化

向性
　　　　　　　　

あ

　→　維持
成果の方向

る

性
　　　　　　　　　

に

→　維持

2

伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R6年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 454 図書館学習交流プラザ管理運営事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

市民の生涯学習の推進を図ることにより、地域のにぎわいを
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

創出し、文化の向上に寄与している。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

対象となる範囲

様

に変化がないため。
事

式

業進展等による環境変

1

化
□ ある

に伴い、対象

-

を見直す（拡
その理由

2

大・縮小）必要はあり

事

ませ
■ ない

んか？

目的

務

内容に変化がないため


